2016年7月16日～19日　毎日新聞、産経新聞世論調査含む
「改憲ありき」で現実路線＝９条封印、合意形成に軸足－安倍首相
　先の参院選の結果、自民党など憲法改正に前向きな勢力が衆参両院で発議に必要な３分の２の議席を占めたことを踏まえ、安倍晋三首相は秋の臨時国会から与野党の合意形成に本腰を入れる。持論の９条改正は封印、幅広い賛同が得られる現実路線に軸足を置く。在任中の改憲実現を目指す首相は、改正の内容よりも実績づくりを優先する「改憲ありき」の姿勢を鮮明にしている。
　「未来のために、どの条文をどう変えるべきか。（衆参の）憲法審査会でまずは真剣に議論していくべきではないか。議論が進み、成熟し、収れんしていくことが期待される」。首相は与党の参院選勝利を受けた１１日の記者会見で、改憲への意欲を表明。だが、具体的な項目には言及せず、国会の議論に委ねる考えを示した。
　首相の最大の目標が戦力不保持を規定した９条改正にあることは疑いない。今年５月の憲法記念日、改憲派団体が開いた集会に送ったビデオメッセージで「今の憲法には『自衛隊』という言葉はない。『自衛隊は違憲かもしれない』と思われているままでいいのか」と自説を展開した。
　たたき台とするのが、自民党が２０１２年にまとめた憲法改正草案だ。９条を見直して自衛隊を「国防軍」と位置付けると明記した。ただ、首相は９条改正は難しいと認め、会見でも「草案がそのまま通るとは考えていない。わが党案をベースにしながら３分の２を（どう）構築していくか」と語り、自民党案にこだわらない姿勢を見せた。
　◇自公合意見通せず
　１２年に政権に返り咲いた際、首相が優先項目としていたのは、改憲手続きを定めた９６条だった。「衆参両院の３分の２の賛成」とする国会発議の現行要件を、自民党案は「過半数」に引き下げるとした。首相も１３年１月の国会答弁では「まずは９６条に取り組みたい」と意気込んでいたが、公明党の賛同が得られず断念した経緯がある。
　次に照準を合わせたのは、大規模災害などに対処するため首相の権限を強化する緊急事態条項の創設だ。自民党は、与野党の合意が得やすいテーマとみて協議を呼び掛けており、首相も昨年１１月、「極めて大切な課題だ」と指摘した。
　今年に入り、首相は改憲について国会で「在任中に成し遂げたい」と踏み込んだ。だが、憲法解釈変更に基づき集団的自衛権の行使容認を盛り込んだ安全保障関連法と首相の改憲論を結び付け、参院選で争点化を図る野党の構えを見て取ると、首相は参院選の遊説先で改憲に一切触れず、党首討論でも「９条（改正）は現状では厳しい」と語り、国民の警戒心を刺激しないよう努めた。
　与野党合意への過程では、公明党の対応が当面の焦点となる。山口那津男代表は「憲法問題は政府の課題ではない。国会にのみ発議権があり、立法府の課題だ」と、首相に繰り返しくぎを刺している。公明党のスタンスは現行憲法の条文に足りない部分を補う「加憲」が基本で、改憲項目で自民党と合意の道筋が付いているわけではない。
　改憲発議の時期について、首相に近い自民党議員は、改憲勢力が衆参の３分の２を占める現状を踏まえ「この機会を逃したらもうできなくなるだろう」と指摘する。一方で、衆院解散・総選挙を先送りすればするほど、その選択肢は狭まる。発議に向けた与野党合意に手間取れば、首相は与党が衆院の３分の２を割り込むことも覚悟の上で、解散を選択せざるを得ない状況に追い込まれる可能性もありそうだ。（時事通信2016/07/17-16:01）
改憲、民進無関係に議論を＝松井おおさか維新代表
　おおさか維新の会の松井一郎代表は１７日、憲法改正の国会発議について「民進党が賛成するわけがない」と述べ、発議に向けた議論は民進党の対応とは無関係に進めるべきだとの認識を示した。大阪府門真市で記者団に語った。
　改憲発議に関し、公明党の斉藤鉄夫幹事長代行は野党第１党の民進党の賛成が条件との立場を示しているが、松井氏は「それを条件にと言うと、公明党が『加憲』と言っていたのもうそだったのかという話になる」と指摘。「（公明党には）議論に参加していただかないと困る」と訴えた。　（時事通信2016/07/17-20:29）
改憲発議「民進にかぶせ公明は無責任」お維新・松井代表
朝日新聞デジタル2016年7月17日23時41分
　おおさか維新の会の松井一郎代表（大阪府知事）は１７日、公明党内で民進党が加わらない形での憲法改正の発議はできないという声が出ていることについて、「民進党は参院選で『３分の２阻止』と言ってきた。民進党に責任をかぶせて、選挙での約束を知らんふりでは無責任だ」と批判した。そのうえで、「まじめな議論に参加してもらわないと困る」と求めた。
　大阪府門真市で記者団に語った。松井氏は「公明党が『加憲』と言っていたのも、適当なうそだったのかという話になる。支持団体からのプレッシャーがあるのかもしれないが、ちゃんと支持団体に説明すべきだ」と指摘した。おおさか維新は参院選で教育無償化などのための改憲を掲げており、「僕らは、まじめに議論するために３分の２を目指していた」と述べた。
　これに対し、公明の斉藤鉄夫幹事長代行は同日、朝日新聞の取材に、「野党第１党も含めて発議をするのは維新も含めた憲法審査会のコンセンサスだ。非難するのであれば『３分の２を取らせない』というスローガンを掲げた民進を非難すべきだ」と反論した。
■松井氏の発言
　（公明党幹部が、憲法改正の国会発議について民進党の賛同が条件であるとの考えを示したことについて）　それは（公明党が）有権者に言ってきたことと違いますよね。民進党が賛成するわけじゃないじゃないですか。民進党は憲法改正を発議する「３分の２」をなんとしても阻止すると選挙したのに、民進党が急にまた賛成すると言ったら、有権者を裏切っているという話で。
　公明党が言っている「加憲」も改正ですから。民進党、共産党は一切（憲法改正に）触れないですから。それじゃ、公明党が加憲と言っていたのも、適当にうそやったかという話になりますよ。公明党も支持される団体から、いろいろプレッシャーあるのかもしれないけど、そこは選挙で言ったことをちゃんと支持団体に説明すべきだと思います。民進党に責任をかぶせて、選挙での約束をしらんふりは、これは無責任だと思いますね。（大阪府門真市で記者団に）
産経新聞2016.7.18 10:22更新 
公明ＶＳおおさか維新、「改憲勢力」が応酬　おおさか維新・松井一郎代表の「無責任」批判に公明・斉藤鉄夫憲法調査会長代理「お門違い」
　憲法改正をめぐり「改憲勢力」の間で応酬が始まった。おおさか維新の会の松井一郎代表（大阪府知事）が、野党第１党を含む合意形成が不可欠とする公明党を「民進党に責任をかぶせている」と批判すれば、公明党もすかさず反論。斉藤鉄夫憲法調査会長代理は１８日、産経新聞の取材に「批判は、お門違いだ」と主張した。
　論争の発端は、１５日夜のＢＳフジ番組での斉藤氏の発言だった。
　「民進党がダメと言うものは、ダメだ」
　発言自体は、「お試し改憲」の是非を問われる中で出たものだった。斉藤氏は直前に「野党第１党も加わらないと発議できないというのが（国会の憲法審査会での）コンセンサスだ」と指摘しており、番組後、記者団に「民進党がダメと言ったものは、野党第１党も含めた合意になることは難しいのではないか」と補足した。
　これにかみついたのが、松井氏。１７日、大阪府内で記者団に「民進党に責任をかぶせて、選挙での約束を知らんふりは無責任だ。何のために（発議に必要な）３分の２を取ったのか」と不快感を示した。「公明党が『加憲』と言っていたのも嘘だったのかという話になる」と批判した。
　対する斉藤氏は１８日、産経新聞の取材に「加憲の立場は変わらず、わが党は憲法改正の議論を否定していない」と訴えた。
　斉藤氏は「公明党が、民進党の賛成を発議の条件としているわけではない」と否定。発議に際し与党だけでなく、野党第１党も賛成することは、憲法審査会の前身である憲法調査会時代からの合意事項だと改めて説明し、民進党に批判の矛先を向けた。
　「憲法調査会の合意には（民進党の前身の）民主党も入っていた。参院選で、３分の２を阻止するというスローガンを掲げた民進党こそ責められるべきだ」
自民 憲法改正論議 合意形成へ丁寧に進める
NHK7月18日 7時13分
自民党は、憲法改正を巡って秋の臨時国会から議論を本格化させたい考えで、改正を急ぐべきではないとしている公明党に配慮するとともに、野党第１党の民進党の理解も得て与野党の幅広い合意を形成するため、より丁寧に議論を進めていく方針です。
先の参議院選挙の結果、自民・公明両党と、憲法改正に賛成するおおさか維新の会、日本のこころを大切にする党などが、改正の発議に必要な参議院全体の３分の２の議席を確保したことで、与党だけで３分の２を超える衆議院と合わせて改正を発議できる環境が整いました。
自民党は９月に召集される見通しの秋の臨時国会から、衆参両院の憲法審査会で憲法改正を巡る議論を本格化させたい考えで、党内からは「審査会の布陣を相当重くして臨むべきだ」という意見も出ています。
こうしたなか公明党は、山口代表が今月１１日に安倍総理大臣と会談し、憲法改正について「国会の憲法審査会で落ち着いて議論を深めていくべきだ」と述べるなど、改正を急ぐべきではないという立場を堅持しています。一方、民進党の岡田代表は、先週「憲法改正や議論そのものを一切しないとは言っていない」などと述べ、安倍総理大臣が立憲主義の立場をとることなどを明確にすれば、議論に応じる余地はあるという考えを示しています。
このため自民党は、憲法改正を巡って公明党に配慮するとともに、民進党の理解も
社民・生活 統一会派結成で調整
NHK7月18日 5時38分
社民党と生活の党は、国会審議で発言の機会をより多く確保するため、衆・参両院で統一会派を結成する方向で調整を進めていて、早ければ来月の臨時国会の前に参議院側が先行する形で結成したいとしています。
先の参議院選挙で社民党は、改選議席から１減らして１議席を獲得するにとどまり、みずからも落選した吉田党首は責任を取って党首を辞任する意向を明らかにするなど、党勢の立て直しを迫られています。一方、生活の党も参議院選挙では比例代表で１議席を獲得するにとどまりました。
このため社民党と生活の党は、今後の国会審議で発言の機会をより多く確保するため、衆・参両院で統一会派を結成する方向で調整を進めていて、早ければ来月１日に召集される見通しの臨時国会の前に参議院側が先行する形で結成したいとしています。
両党は先の参議院選挙で野党４党が統一候補として擁立した無所属の当選者にも参加を呼びかけ、憲法改正やＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定などを巡る国会での議論で存在感を示したい考えです。
産経新聞2016.7.18 10:00更新 
【松本学の野党ウオッチ】「原理主義者」はどこへやら…　民進・岡田克也代表のトホホなご都合主義

民進党の参院選ポスター。「２／３」が何なのかはウヤムヤに… 
　「まず、２／３をとらせないこと。」―。参院選の期間中、こう大書された民進党のポスターを目にした人も少なくないはずだ。言うまでもなく、３分の２とは憲法改正の国会発議に必要な議席数を指す。「憲法の平和主義が侵されようとしている」（岡田克也代表）ことへの強い危機感から設定した目標だったはずだが、戦い終えた岡田氏の口から飛び出したのは、勝利宣言でも敗戦の弁でもなく、耳を疑う方便だった。
　仕事柄、政治家の詭弁は聞き慣れているが、ここまであっけにとられた発言は珍しい。
　「『３分の２っていうのは一体何なのか』って、私、よく質問受けたんですが、答えてないんですね」
　参院選が投開票された７月１０日夜の民進党本部。岡田氏が記者会見で言い放った一言に、私を含む集まった記者らの大半があぜんとした。大々的にポスターまで作成しておいて、そりゃないでしょう？　会見場に漂うそんな空気をよそに、約３秒間の沈黙の後、岡田氏は続けた。
　「『改憲勢力で３分の２』と言ったときに、どこまで改憲勢力に含まれるのかというのは、いろんな解釈があるわけですから。われわれはスローガンとして『３分の２』ということを掲げました」
　今回の参院選を経て、非改選を含む自公両党の議席数は１４７議席（選挙後に自民党に入党届を提出した無所属の平野達男参院議員を含む）となった。「３分の２」の１６２議席には達しなかったが、憲法改正に前向きなおおさか維新の会（１２議席）、日本のこころを大切にする党（３議席）を加えればかろうじて届く。つまり、民進党からすれば、「改憲勢力による」３分の２確保は許したものの、「与党による」３分の２確保は阻止できたというわけだ。
　岡田氏は、選挙戦期間中の街頭演説などでも、「誰に」３分の２をとらせないかについての言及を避け続け、開票日の会見で「私、選挙のとき、『与党で３分の２』ということを（念頭に置いて）言っていたんです」と明かした。
　しかし、公示日の６月２２日発行の夕刊フジの連載コラムでは「最低限、改憲発議に必要な『参院の改憲勢力３分の２』の議席確保を阻止する」と明確に表明している。これでは、選挙の結果を見たうえでの「後出しジャンケン」との批判は免れまい。
　岡田氏といえば、原則を曲げない頑固な性格から「原理主義者」という異名が知られるが、原理原則もどこへやら、とんだ「ご都合主義」ではないか。
　実際、「３分の２が何かは言っていない」という言い分が関係者の理解を得られているとは言いがたい。
　連合の逢見直人事務局長は、参院選の結果を受けた談話で「民進党は、いわゆる改憲勢力での参議院の３分の２確保阻止を掲げ、選挙戦を闘ったが、それを許す結果となった」と断じた。少なくとも、民進党の最大の支持団体である連合は、同党が目指しているのが「改憲勢力による」３分の２阻止だと認識していたといえる。
　私は、今回の民進党の戦績を「敗北」と言い切るつもりはない。３２の改選１人区全てで他の野党との候補者一本化に成功し、このうち自民党が「激戦区」に指定した１２選挙区に限れば１１選挙区で野党系が競り勝った。民進党が「徳だわらから一歩、二歩、踏み出すことはできた」（枝野幸男幹事長）という評価はあながち誤りではない。
　参院選を見据えた旧維新の党との合流、そして、その後の他党との候補者調整…。岡田氏が主導した路線への評価はさまざまあるだろう。ただし、これだけの難所続きの局面を、岡田氏以外の人物がリーダーとして乗り切ることができたかは疑わしい。
　だからこそ、参院選でのスローガンを達成できなかったことをはっきり認めた上で、党が進むべき方向を真摯に模索し、さらなる反転攻勢の一歩を踏み出してほしかった。
　私事になるが、政治部内の持ち場替えに伴い、きょう７月１８日をもって野党担当を離れることになった。小欄では、民進党（旧民主党、旧維新の党を含む）を頻繁にからかってきたので、不愉快な印象を持つ関係者も少なくないと思うが、「政権交代可能な政治」（岡田氏）への期待を込めた私なりのエールということで、ご容赦いただければ幸いである。
　民進党の源流の一つである民社党の初代委員長、西尾末広の言葉を引用して、最後の「野党ウオッチ」を締めくくりたい。
　「政権を狙わない政党は、ネズミを捕らないネコと同じだ」
民進 参院選の野党統一候補を検証 代表選までに総括
NHK7月19日 4時40分
民進党は先の参議院選挙で、共産党、社民党、生活の党との野党４党で「１人区」すべてに統一候補を擁立したことなどを検証し、９月の代表選挙までに総括することにしていて、次の衆議院選挙などの選挙戦略に生かしたい考えです。
先の参議院選挙で民進党は選挙区と比例代表合わせて３２議席を獲得し、前回３年前の選挙の１７議席を上回りましたが、与党と憲法改正に前向きな勢力が参議院全体の３分の２を占めることを阻止できませんでした。
これを受けて民進党は、都道府県連にも報告を求めたうえで、９月に行われる代表選挙までに参議院選挙を総括することにしています。
具体的には、共産党、社民党、生活の党との野党４党で、定員が１人の「１人区」すべてに初めて統一候補を擁立したことや、複数の候補者を擁立した選挙区での戦いなどを検証し、次の衆議院選挙などの選挙戦略に生かしたい考えです。
産経新聞2016.7.18 14:00更新 
【改憲始動（１）】「人を殺す予算」発言の共産・藤野保史氏　憲法９条も「これは矛盾なんですよ」と言い切っていた


　「民進党は残念ながら『安倍晋三政権の間は憲法改正をしない』と言っているが、建設的な対応とはいえない。好き嫌いではなく、子供たちの未来のためにどの条文をどう変えるべきか、（衆参両院の）憲法審査会で真剣に議論をしていくべきだ」
　改憲勢力が憲法改正の国会発議に必要な「３分の２」の議席を確保した参院選から一夜明けた１１日。安倍晋三首相（自民党総裁）は党本部で記者会見し、改憲論議の進展に期待感をにじませた。施行６９年が過ぎた日本国憲法の不備は図らずも選挙中に表面化。改正は待ったなしといえる。
　　　×　　　×　　　×
　「人を殺すための予算でなく、人を支えて育てる予算を優先させていく」
　共産党の藤野保史衆院議員は参院選まっただ中の６月２６日、各党の政策責任者が集まったＮＨＫ討論番組で、防衛費に関してこう言い切った。与党はもちろん共産党と共闘する民進党からも批判が相次ぎ、藤野氏は発言の責任を取り２日後に党政策委員長の職を辞した。選挙戦への影響を懸念した末の“更迭”だった。
　「人を殺す予算」発言が浮き彫りにしたのは常識からかけ離れた共産党独自の国防・自衛隊観にとどまらない。照らし出されたのは憲法９条の欠陥だった。
　安倍首相は選挙戦の街頭演説で、藤野氏の発言について「自衛隊員へのとんでもない侮辱ではないか」と繰り返し激しく糾弾。民進党の岡田克也代表も「不適切だ」と批判した。国会では激しい舌戦を繰り広げる両氏も、多くの国民と同じように国防や災害救助活動などに尽力する自衛隊の活躍を評価する方向性は一致している。
　　　×　　　×　　　×
　現実に追いついていないのは９条だ。２項は「陸海空軍その他の戦力は、これを保持しない。国の交戦権は、これを認めない」と明記。素直に読めば自衛隊は“違憲集団”だ。共産党が「自衛隊は違憲」と主張する根拠となっている。
　わが国は安全保障関連法制の反対派が忌み嫌う「解釈改憲」で自衛隊の存在を正当化してきたのが実態といえる。防衛費が「国民の生命を守るための予算」である根拠とするためには、少なくとも自衛隊の存在を憲法に明記し、隊員の名誉を保証する必要がある。
　ＮＨＫ番組に先立つ２６日朝のフジテレビ番組。「自衛隊は違憲だが、これを解消するのは将来の課題だ」と持論を展開する藤野氏に対し、出演者が「個別的自衛権を行使するときに命をかける自衛隊員がいる。その方々に『あなた方がやっていることは憲法違反だ』といえるのか」と詰め寄る場面があった。
　藤野氏の回答は明快だった。「だからこれは矛盾なんですよ」。矛盾に満ちた９条。その現実に気づかせてくれたのはほかでもない、「護憲」の旗を高らかに掲げる共産党だった。
　　　×　　　×　　　×
　参院選で改憲勢力が憲法改正の国会発議に必要な議席を確保したことで、警戒心を強めているのが中国と韓国だ。
　中国外務省の陸慷報道官は１１日、「日本が歴史の教訓を適切にくみ取り、アジアと国際社会の安全への懸念を重視することを希望する」と述べ、９条改正などへの動きを牽制した。
　中国国営新華社通信は同日付の論評で、「平和憲法を初めて改訂するための障害を一掃した。戦後７０年守られてきた平和憲法がたちまちのうちに無になる可能性がある」と指摘。安倍晋三首相は９条改正によって「一歩一歩日本を軍国主義の古い道へ引き戻そうとしている」と主張した。
　ある中国人研究者はこう分析する。「中国の年間国防費は日本の３倍以上に達しており、中国政府や軍の主流は日本が単独で中国の軍事的脅威になるとは考えていない。警戒しているのは、改憲によって自衛隊の動きがフリーハンドとなり、南シナ海などで米軍と協力して中国に圧力を強めてくることだ」
　一方、同日付の韓国各紙は、笑顔を浮かべる安倍首相の写真を１面に大きく掲載し、「戦争ができる日本、改憲ライン確保」（朝鮮日報）などと報じた。
　東亜日報は同日付の社説で、「参院選勝利を起爆剤として、改憲に向けて手綱を引く可能性が高い」と指摘。「改憲は国内問題だとはいえ、帝国主義日本のアジア侵略の歴史とからみ、韓国と中国から警戒を呼ぶ素地がある。無理に改憲をすれば、北東アジアに深刻な葛藤を招くということを、安倍政権は肝に銘じるべきだ」と注文をつけた。
　　　×　　　×　　　×
　こうした中韓の反応に対して三重中京大学の浜谷英博名誉教授（憲法学）は、「現状は国会発議に向けて形式要件が整っただけだ。最終的に国民投票で憲法改正の是非を決めるのは主権者たる国民だ。主権者の権利行使を阻害するかのような中韓両国の指摘は、彼らが最も嫌う内政干渉に過ぎない」と指摘。その上で、「中韓両国と異なり、日本は戦後一度も他国と軍事的に争ったことはない。自らの行動は棚に上げ、『日本が憲法を改正すれば危険な国になる』と主張するのはおかしい。日本が主権国家であることを示すためにも、早急に国民が国民投票で権利を行使できる環境を整備すべきだ」と強調する。
　　　×　　　×　　　×
　しかし、与野党の動きは鈍い。
　自民党は平成２４年に策定した憲法改正草案で「自衛権の発動は妨げられない」との姿勢を明確に打ち出し、「国防軍」の設置を盛り込んだ。
　にもかかわらず、自民党の高村正彦副総裁は今月５日のＢＳフジ番組で、憲法９条を改正する可能性について「１０年先の将来は知らないが、（当面は）ゼロだ」と消極姿勢を隠さなかった。
　公明党の山口那津男代表も１０日深夜、参院選で改憲勢力の「３分の２」議席確保が確実になると、「９条は大切にしていくべきだ。当面改正の必要はない」と強調。その後も改憲慎重派が少なくない公明党内に配慮した発言に終始した。
　安倍政権下の改憲に反対する民進党に至っては、参院選の公約に「９条改正反対」と明記した。岡田克也代表は、自衛隊の存在を憲法に明記する可能性も否定してきた。
　安倍首相は１０日夜のテレビ東京番組で「（憲法の改正手続きを定めた）９６条を変える、９条を変える、わが党はすでに全部示している。前文から全てを含めて変えたい」と意欲を示した。ただ、９条改正に慎重な他党を念頭に置いてか、こうも付け加えた。
　「どの条文をどう変えていくかは、３分の２を形成していかない限り、意味のない議論だ」
　◇　
　参院選の結果、改憲勢力が憲法改正の国会発議に必要な３分の２議席を衆参両院で持つことになった。国民投票で主権者が改憲の是非を判断する環境が整った今、真の独立国にふさわしい国のかたちを問う。
産経新聞2016.7.18 15:00更新 
【改憲始動（２）】テロ・大災害時に首相・内閣の権限強化「緊急事態条項」　改憲政党間で意見割れるが…「憲法は緊急時こそ真価問われる」
　「バングラデシュのために仕事をしたいと、崇高な志を抱き力を尽くされた方々が卑劣極まりないテロの犠牲となった。二度とこうした悲劇を繰り返さないよう、一層緊張感をもってテロ対策を強力に進めていかなければならない」
　１２日午前、首相官邸４階の大会議室。「犯罪対策閣僚会議」に出席した安倍晋三首相は、菅義偉（すが・よしひで）官房長官や河野太郎国家公安委員長らを前にこう訴えた。
　安倍首相は「テロの未然防止の要諦は情報だ。官邸直轄の国際テロ情報収集ユニットの体制増強を含め、インテリジェンス（諜報）の強化を早急に講じる」と強調し、惨劇を水際で防ぐ取り組みを国内外で強化する考えを示した。
　海外で邦人が卑劣なテロの犠牲となり、東京五輪開催を４年後に控えるなか、テロ対策強化はわが国にとって急務だ。
×　　　×
　同時に、政府の対応が無用の混乱を招かぬよう、憲法への早期新設が求められているテーマがある。大規模自然災害やテロなどが発生した際に首相や内閣の権限を一時的に強める「緊急事態条項」だ。
　各国の憲法に詳しい西修・駒沢大学名誉教授によると、１９９０年以降に制定された１０３の憲法の全てに緊急事態条項が盛り込まれている。ただ、日本国憲法に規定はなく、改憲勢力の間では憲法改正の有力候補と位置付けられている。
　緊急時の対応は災害対策基本法や国民保護法などで十分との指摘もある。これに対し、西氏は「既存の法律で予想していない事態は起こり得る。法律で全てを想定することは不可能だ。危機的な事態が起こったとき、対外的、対内的に法秩序をどう守っていくかが大事だ」と指摘。柔軟な対応を可能とするため、憲法に規定を盛り込むべきだと訴える。
×　　　×
　しかし、緊急事態条項の新設をめぐっては、改憲政党の間でも意見が分かれている。
　自民党は平成２４年に策定した憲法改正草案に緊急事態条項を書き込んだ。大災害や有事が起こった際に首相が緊急事態を宣言すると規定。その宣言を受け、（１）内閣は法律と同じ効力を持つ政令を制定できる（２）首相は必要な財政支出、地方自治体への指示ができる（３）何人（なんびと）も国民の生命、身体及び財産を守るための国や公の機関の指示に従わなければならない－などと定めた。
　これに対し、自民党と同じく憲法改正に理解を示すおおさか維新の会は新設に否定的だ。
　「（緊急時の対応は）法律でもやれる。法律家の橋下徹前代表を交えて議論した。憲法でやる必要はない」。松井一郎代表（大阪府知事）は参院選投開票日の１０日夜、改憲勢力が３分の２議席を獲得する流れの中、首相や内閣の権限を強化する“戒厳令的な内容”に違和感を隠さなかった。
　野党第一党の民進党はさらに後ろ向きだ。岡田克也代表は今年１月、自民党の緊急事態条項について「緊急事態になれば、法律がなくても首相が政令で法律を履行でき、権利を制限できる。恐ろしい話だ。ナチスが権力を取る過程とはそういうことだ」と激しく批判している。
×　　　×
　こうした状況を踏まえ、自民党が議論の“誘い水”として各党に提案を検討しているのが、緊急時に国会議員の任期延長を可能とする特例の新設だ。
　自民党の改憲草案では、首相や内閣の権限強化に加え、「（緊急事態の宣言が効力を有する期間）衆議院は解散されないものとし、両議院の議員の任期及びその選挙期日の特例を設けることができる」と明記している。国会議員の任期は法律ではなく、現行憲法の４５条と４６条に明記されており、特例で任期延長を認めるには憲法改正が必要になる。民進党や公明党の幹部も緊急時に国会議員が不在となる事態を避けるための改正の必要性は認めており、自民党は「折り合える一致点」ととらえているのだ。
　ただ、民進党はそもそも「安倍政権下の憲法改正」に反対の立場。現行憲法を一字一句変えたくない護憲勢力の激しい抵抗も予想され、政党間で合意できるかは不透明だ。
　西氏はこう指摘する。「国民の生命を守ることが立憲主義の前提だ。基本法に緊急事態条項を設けているドイツの著名な憲法学者は、『憲法は、平時においてよりも、緊急時においてこそ、その真価が発揮されなければならない』と語っている」
産経新聞2016.7.18 16:00更新 
【改憲始動（３）】改憲４党で参院「３分の２」が実現、公明党がブレーキ！？　民進党は軌道修正、岡田克也代表「『安倍政権の間は憲法改正しない』という言い方していない」

党派別勢力 
　自民党の谷垣禎一幹事長「一緒にやってもらえませんか」
　平野達男参院議員「分かりました。こちらこそお願いします」
　元復興相で無所属の平野氏は１２日午後、自民党本部４階にある幹事長室を訪問し、谷垣氏からの入党要請に二つ返事で快諾した。改憲に前向きな自民、公明、おおさか維新、日本のこころの改憲４党で、憲法改正の国会発議に必要な「３分の２」議席に届いた瞬間だった。平野氏は憲法改正をめぐる対応でも、自民党の方針に従う考えを示した。
　自民党は立党以来、「自主憲法制定」を党是に掲げている。憲法改正を目指す安倍晋三首相（党総裁）は「３分の２」が見え始めた先週末、「これでフリーハンドが得られる」と周囲に心境を吐露していた。平野氏の入党により、その悲願は現実に近づきつつある。
　×　　　×　　　×
　ただ、そうした思いは、与党内で共有されてはいない。されていないどころか、連立を組む公明党は憲法改正のブレーキにもなりかねないのが現実だ。
　公明党は日本国憲法を高く評価し、時代の変化に合わせて条項を加える「加憲」を主張している。平成２５年の前回参院選では、公約に加憲対象として「環境権」などを明記していた。
　ところが、自民党内で環境権の創設を目指す声が上がり始めると、「環境権は国土開発の足かせになる可能性もある」（幹部）と慎重姿勢に転じた。今回の参院選の公約は、憲法改正に触れもしなかった。
　「国民に選択肢を示す争点として成熟していない」（山口那津男代表）との理由だが、「改憲が現実味を帯びるとブレーキを踏む」との見方は改憲勢力内で根強い。
　公明党は支持基盤に改憲慎重派を抱えるため、自民党とは距離がある。とりわけ９条をめぐっては、自民党と同じ「改憲勢力」とみなされることに抵抗感を隠さない。
　「（改正の）中身の話はこれからだ。１、２年でどうこうという話ではない」
　衆院憲法審査会の委員を務める斉藤鉄夫幹事長代行は１１日の民放番組で、こう発言。公明党が憲法改正の“抵抗勢力”になりかねないことを示唆した。
　×　　　×　　　×
　改憲４党が参院で「３分の２」議席を獲得したことで民進党がぐらついている。憲法改正をめぐる政党間協議から取り残されることを警戒し、党内からは「議論に応じるべきだ」との声が続出。岡田克也代表に至っては「安倍政権下の改憲は認めない」としてきた前言を突如撤回した。
　「『安倍政権の間は憲法改正をしない』という言い方をしているわけではない。首相の憲法に対する考え方を明確にすべきだということを申し上げている」
　岡田氏は１４日の記者会見でこう主張した。しかし、昨年１月の民主党代表選で岡田氏は「安倍政権である限りは憲法改正の議論をしないというのが民主党の考え方であるべきだ」と強調。また、２８年度の民進党党活動方針は「安倍政権による憲法改悪の野望をストップ」と掲げており、方針転換は明らかだ。
　軌道修正の背景には民進党の訴えを却下した厳然たる国民の審判に加え、岡田氏の方針に違和感を覚える党内の動きがありそうだ。
　民進党には９条改正などを訴える前原誠司元外相ら改憲派が少なくない。維新の党出身の青柳陽一郎衆院議員は「３分の２は安倍政権で臨んだ４回の国政選挙の結果だ。国民の選択を受け止めなければならない」と強調し、憲法論議に応じるべきだと主張する。
　また、ある党幹部も「『肉を切らせて骨を断つ』の覚悟で議論に応じて意見を反映させるべきだ。“敵前逃亡”では世間から卑怯だと思われる」と強調。こうした“空気”は着実に岡田氏を揺さぶっている。
産経新聞2016.7.18 19:00更新 
【改憲始動（４）】「教育の完全無償化」首相が加勢　１議席も欠かせず、維新に配慮
　憲法改正に前向きな自民党やおおさか維新の会など改憲４党が参院で計１６２議席となり、国会発議に必要な「３分の２」議席を確保した。とはいえ、１議席でも欠ければ発議はできない。今後の改憲項目の絞り込み作業は少数政党への配慮が重要になる。
　インターネット中継動画サイト「ニコニコ動画」が主催した６月１９日夜の党首討論会。参院選の公示を目前に控えた与野党党首の論戦は序盤から白熱した。
　「共産党は教育無償化にも反対か？」
　憲法改正による「教育の完全無償化」を掲げるおおさか維新の会の松井一郎代表（大阪府知事）がこう尋ねると、護憲政党を率いる志位和夫委員長は「教育を無償化する方向は必要だが、憲法を変える必要はない」と答えた。松井氏には「生活者に身近な改憲テーマ」を有権者に示す狙いもあった。
　維新は今回の参院選で、統治機構改革や憲法裁判所の設置とともに、教育の完全無償化を改憲項目に掲げた。「国民が求める憲法改正とは何か」（橋下徹・党法律政策顧問）を追求した結果だった。
　日本国憲法２６条で定める「義務教育の無償」を拡充し、幼児教育から大学までの授業料を無償にする－。教育環境の整備を国に義務付けた自民党憲法改正草案（平成２４年策定）と比べても、その大胆さは際立っている。
　立ちはだかるのは３兆円以上もの必要財源の壁だ。維新は公務員の人件費カットなどにより捻出するとしているが、“荒唐無稽”とみる向きは少なくない。
　一方で、肯定的な受け止めもある。文部科学省幹部は「現行の教育制度を温存したまま無償化すれば壮大なバラマキで終わるが、少子化を見据えた中長期的な構造改革論議につながるなら意味はある」と話す。
　自民党としては憲法改正に前向きな“同志”を無碍（むげ）にはできない。
　「志位さんの話を聞いていて分かったが、『良いこと』であっても憲法改正をしない。いわば指一本触れさせたくないということなのかと感じた」
　安倍晋三首相（自民党総裁）は討論会で、志位氏の発言に対し、すかさず松井氏に加勢してみせた。維新との妥協点を探り、国民の理解も得やすそうな「教育サービスの拡充」を憲法改正の優先項目と位置付ける可能性はある。
×　　　×
　憲法改正の可否を決めるのはあくまで国民投票で、有権者の一票だ。「反対が少なそうな無難な項目から発議すべきではないか」。失敗を恐れる改憲派の脳裏には、そんな思いが浮かんでは消える。環境権など新しい人権の明記に加え、今回の参院選で関心を集めた「一票の格差」をめぐる選挙制度に関する改正も“無難”な候補とされる。
　「実に戦いにくい選挙だった。有権者が候補者の政策や人柄に接する機会が著しく制約される事実は、有権者・主権者の権利を大きく侵害する。憲法改正はまず合区の解消から行うのも一つの考え方だ」
　石破茂地方創生担当相（衆院鳥取１区）は１５日のブログで、今回から初めて導入された「合区」の解消を訴えた。
　合区は「一票の格差」を是正するための措置。人口の少ない隣県が合わさり、新たに「鳥取・島根」「徳島・高知」の２選挙区が誕生した。石破氏は「最低１県１人の当選」を保証すべきだと主張した。
　自民党は「鳥取・島根」選挙区に旧島根選挙区選出の現職を擁立した。この候補は当選したが、旧鳥取選挙区から出馬を予定していた元鳥取市長の新人は比例代表に回り、落選。地元から当選者が誕生しなかった不満を鳥取は抱える。
　また、鳥取と同様に選挙区から地元候補が出馬しなかった高知は投票率が落ちた。高知は前回より４・３７ポイント減の４５・５２％で、鳥取は２・６０ポイント減の５６・２８％。ともに過去最低を記録した。自民党関係者は「投票に行かないことで抗議の意思を表したのだろう」と分析する。鳥取では投票用紙に「合区は無効」などと書かれた無効票が約１万１千票もあった。
　すでに今回の参院選に関して「一票の価値が不平等だ」として全選挙区の選挙無効を求める訴訟が起こされ、合区のさらなる拡大も現実味を帯びる。「地域代表の不在」は今後、与野党が向き合う共通の課題となる。改憲論議の中で「一票の格差に影響されない選挙制度の構築」を模索する動きも活発化しそうだ。
産経新聞2016.7.18 20:00更新 
【改憲始動（５）】国民投票へ最短シナリオ　成否を分ける自民の本気度
　７月１０日投開票の参院選で改憲勢力が憲法改正の国会発議に必要な「３分の２」議席を獲得し、焦点は改憲スケジュールへと移りつつある。
　自民党の憲法改正推進本部の重鎮議員は、秋の臨時国会から衆参両院の憲法審査会で改憲項目の絞り込み作業を始め、来年１月召集の通常国会での発議にこぎ着けたい考えだ。
　その最短シナリオで進めば、発議を受けた憲法改正の是非を決める国民投票は「発議した日から起算して６０日以後１８０日以内において国会の議決した期日に行う」（国民投票法２条）ことから、平成２９年後半にも実施されることになる。
　安倍晋三首相の自民党総裁としての任期は３０年９月末まで。安倍首相の「（憲法改正を）私の在任中に成し遂げたい」との思いを実現するにはギリギリの日程だ。しかも、衆院議員は３０年１２月に任期満了を迎える。衆院選で改憲勢力が３分の２（３１７議席）を失えば、改憲機運は一気にしぼみかねない。最短シナリオは実は「唯一のシナリオ」とさえいわれる。
×　　　×
　改憲派と護憲派の当面の“戦場”は与野党が憲法改正原案作りなどについて話し合う衆参両院の憲法審査会となる。これまでの改憲議論は、自民党憲法改正推進本部のメンバーら“憲法族”と呼ばれる限られた議員が中心になっていたが、護憲派野党に過分に配慮してきた面は否めない。
　１２年に衆院憲法調査会（憲法審査会の前身）の初代会長に就いた中山太郎元外相は「憲法は国民のものであり、調査会は全政党の議論の土俵を作る場である」との信念から、「公平」な調査会運営にこだわった。各党の議席数に応じて質疑時間を割り当てるのではなく、少数政党にも同じ質疑時間を配分した。
　そうした運営で野党を改憲論議の場に引き込むことには成功したが、与野党合意は実現することはなかった。「中山（太郎）学校の門下生」を自任する保岡興治衆院憲法審査会長も野党に配慮した審査会運営を重視する一人で、公平な運営方針を引き継いでいる。
　「民進党の主張は『安倍政権の間は憲法改正の議論には応じない』から『自民党の憲法改正草案の中身がダメだ』に変わり始めた。落としどころを見いだすことは可能だ」。憲法族議員はそう強調するが、ある自民党幹部は不満そうに漏らした。
　「結局、保岡さんたちは野党に翻弄されているだけではないのか…」
×　　　×
　改憲勢力にとって、ゴールは国会発議ではなく、憲法改正の成就だ。安倍首相は７月１１日の記者会見で、「憲法改正を決めるのは国会ではない」と強調した。国民投票で一票でも多い賛意を得られるかが焦点となる。
　参院選が公示された直後の６月２３日、英国では欧州連合（ＥＵ）からの離脱の賛否を問う国民投票が行われ、離脱が決まった。急増する移民問題への不安や怒りという「感情」が、経済リスクを考慮する「理性」を超えた格好だ。
　ただ、投票後、自身の判断を悔やむ有権者が目立ち、投票のやり直しを求める運動も広がった。望まない結果が出かねない危険を冒してまで、政権は国民投票に踏み切る必要はなかった、との指摘もある。
　しかし、英政府は今月、国民投票のやり直しはしないと発表した。有権者から直接示された「民意」を尊重して政策に反映させることが、民主主義の妥当な判断との認識があるからだ。
　国民投票について、ロンドン大学キングス・カレッジ英国憲法歴史研究所のキャロライン・モリス上級研究員は「有権者に国政への大きな機会を与えるベストな民主主義の形式である」と指摘する。エディンバラ大学法学部のステファン・ティニー教授（憲法理論）も「民主政府が直接、有権者に政策の同意を得ることは『純粋な民主主義』と考えることができる」と語る。
　日本の憲法改正の手続きを定めた改正国民投票法は、政治的中立性が求められる裁判官、検察官、警察官などを除き、改憲の賛否を働き掛ける公務員による「勧誘運動」を認めている。公務員労組や護憲政党による改憲反対運動が、より多くの国民の感情に響けば、いくら改憲勢力が衆参両院で「３分の２」を保っていても、憲法改正の道は遠のいてしまう。
　百地章・日大教授（憲法学）は、こう強調する。
　「国民は丁寧に改憲の必要性を説明すれば理解してくれる。問題は説明する立場の自民党議員の多くが、憲法改正の重要性を十分に理解していないことだ。改憲の実現は、改憲勢力が本気で国民を説得できるか否かにかかっている」　＝おわり
◇
　この連載は内藤慎二、岡部伸、清宮真一、千田恒弥、花房壮、名村隆寛、西見由章が担当しました。
しんぶん赤旗2016年7月17日(日)

自民党改憲草案　「戦争できる国」を完成　井上議員「許されない」　ＢＳ番組

　日本共産党の井上哲士参院国対委員長は１５日夜のＢＳフジ「プライムニュース」に出演し、憲法改定問題について与野党幹部と議論しました。井上氏は、「国防軍」創設や人権制限を盛り込んだ自民党改憲草案は「“戦争できる国”が完成するもので絶対に許されない」と主張しました。

　冒頭、南シナ海での中国の主張を退けた仲裁裁判所の判決が議論になりました。井上氏は、軍事的緊張を高める中国の行動とともに、自衛隊の海外派兵につながる安保法制（戦争法）を批判し、「軍事に対して軍事で構えると悪循環になる。両国政府は平和的外交解決に徹するべきだ」と指摘しました。

　改憲の議論で井上氏は、憲法の全条項を守り、人権条項などを完全実施していくと発言。自衛隊解消については国民多数の合意を得る必要があると説明しました。自民党の新藤義孝政調会長代理が「矛盾だ」と述べたのに対し、井上氏は「憲法と自衛隊の矛盾をつくったのは自民党だ」と反論しました。

　民進党の長妻昭代表代行は、地理的制約もなく集団的自衛権行使ができる自民党改憲案は「相当危うい」と批判。新藤氏や公明党の斉藤鉄夫幹事長代行は「（改憲）草案は、あくまで議論のたたき台だ」とごまかしました。

　これに対し、井上氏は、安倍晋三首相が参院選後すぐ、選挙中には触れなかった改憲への意欲を示したことをあげ、「国民は白紙委任したわけではない」と批判。自衛隊が「国防軍」となれば、政府がこれまで海外派兵や集団的自衛権行使、国連軍への参加は許されないとしてきた「憲法上のタガが外れる」と指摘しました。

しんぶん赤旗2016年7月18日(月)

南スーダン　首都治安　急速に悪化　各国・機関が要員国外退避　陸自は駐屯を継続
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（写真）自衛隊が駐屯する国連施設に避難した住民＝12日、南スーダン・ジュバ（国連提供）


　南スーダンの首都ジュバで１０日に勃発したキール大統領派とマシャール副大統領派の戦闘で現地の治安情勢が急速に悪化し、各国・国際機関は対応に追われています。日本もジュバに駐在する邦人約７０人のうち、大使館員４人とＪＩＣＡ（国際協力機構）関係者４７人がすでに退避しました。

独は大使館閉鎖

　国連南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）は１４日、派遣団や国連関連機関の一部要員の国外退避を決めました。住民保護施設の運営などの重要な作戦は継続するとしています。

　ＵＮＭＩＳＳに参加する陸上自衛隊約３５０人は駐屯地が置かれている国連施設にとどまったままです。

　現地メディアによると、ドイツ空軍機は１３日、ジュバのドイツ人、オランダ人など民間人約２００人の避難を完了。ドイツ大使館員も全員退避させ一時閉館の措置をとりました。オランダの大使館も最小限の人数を残して職員を帰国させました。

　衛星放送アルジャジーラによると、隣国ウガンダは、自国民救出のためとして、武装護衛を付けた軍のトラック５０台を越境させました。キール大統領から入国の許可を得ているといいます。

政府軍の略奪も

　またジュバにある世界食糧計画（ＷＦＰ）の最大の倉庫は略奪にあい、避難民２２万人の１カ月分の食料と栄養食品が奪われたといいます。スーダン・トリビューン紙は、略奪が政府軍によるものだと報道。現在ＷＦＰ職員は現場を訪れることができておらず、ＵＮＭＩＳＳの軍事要員に現場の確認を依頼、大規模な略奪を確認したといいます。

　国連の潘基文（パンギムン）事務総長は１４日、ルワンダのキガリで南スーダン大統領特使と会談し、現在の状況に「深い懸念と失望」を表明。両派にジュバの非武装化を求めました。

　他方、大統領派部隊からの攻撃を逃れて国外に滞在しているマシャール副大統領は１５日、事件後初めてアフリカ向けのＢＢＣの番組で見解を表明しました。

　滞在国を明らかにしなかったマシャール氏は、大統領府でキール大統領と会談している最中に戦闘が起こったことについて、「私を殺すことを狙ったものだ」との見方を示しました。首都への帰還については、外国軍が首都に駐留し、治安の責任を取る状況が生まれることが条件だと述べました。

しんぶん赤旗2016年7月18日(月)

英報告書　日本も問われる　ＮＰＯ　イラク戦争検証シンポ

　中東における武装勢力の台頭や、テロ激化などの引き金になったイラク戦争（２００３年）を検証するシンポジウムが１６日、東京都内で開催されました。主催は、日本政府に対してイラク戦争検証情報公開訴訟を係争中のＮＰＯ「情報公開クリアリングハウス」。自由人権協会などが共催しました。

　同企画は、６日に公表された英国のイラク戦争検証報告書をうけたもの。報告書は、英国が米国などとともにイラク戦争に参戦したことについて、数多くの誤った判断と政策決定に基づくものだったとしています。

　成蹊大学法学部の高安健将教授が、英国の報告書の作成と公開にいたった経緯や、独立調査委員会の権限について説明しました。

　毎日新聞の笠原敏彦編集委員は、小泉政権が当時、イラク戦争を支持したにもかかわらず、日本ではその検証がほとんどされていないことを指摘し、「日本は英国から議会制民主主義を学んだが、その理念となると、ほとんど何も学んでいない」と批判しました。
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（写真）イラク戦争検証のシンポジウムで発言する高安氏（中央）ら＝１６日、東京都千代田区


　柳沢協二元内閣官房副長官補は、報告書の「『戦争が最後の手段とは言えなかった』との指摘は重大」「（安保法制に関わり）いまの日本にも置き換える必要がある」と強調。「情報と政治の関係が不健全ではなかったか、戦争の大義はあったのか、などは今後とも日本政府には問われていく｣と述べました｡

　クリアリングハウスの三木由希子理事長と、情報公開訴訟弁護団の出口かおり弁護士が裁判の進捗状況や日本政府の問題点などについて解説しました。

産経新聞2016.7.19 01:00更新 
【阿比留瑠比の偏向ざんまい】「立憲主義」を振りかざす民進党よ　菅直人政権の「無法」を忘れたのか？
　「自由と民主主義に立脚した立憲主義を断固として守る」
　民進党の綱領はこう高らかにうたっている。一時は「立憲民主党」という党名も模索しただけに、よほど立憲主義に強い思い入れがあるのだろう。
　以前は新聞紙面でほとんど見かけなかったこの言葉だが、２０１５年の安全保障関連法審議と憲法解釈の議論などをきっかけに、メディアに頻繁に登場するようになった。
　定義はいろいろできるにしろ、おおよそ「政府による統治行為を憲法にのっとって行う原理」「権力者の恣意によってではなく、法に従って権力が行使されるべきだとの原則」といった意味である。
　民進党をはじめ野党や一部メディア、憲法学者らは、例えば安倍晋三首相の憲法観を語る際に「立憲主義に真っ向から反する」（菅直人元首相）などと批判する文脈で多用する。安倍首相やその政権が憲法を軽視しているとレッテルを貼るのに、使い勝手がよい言葉でもあるようだ。
　とはいえ、民進党がまるで立憲主義の守護者か、忠実な履行者であるかのように振る舞うのには違和感を覚える。民進党の前身である民主党の政権担当時は、果たしてどうだったか。
　試みに、菅直人政権当時のことを少し振り返ってみたい。「憲法には三権分立だなんてどこにも書いていない」と三権分立の原則を否定し、「民主主義とは期限を区切った独裁」を持論とする為政者をいただいた時代である。
　菅氏は、首相就任３カ月の時点で起きた１０年９月の中国漁船衝突事件では、海上保安庁の巡視船に体当たりした中国人船長を超法規的に釈放・不起訴とさせた。
　天皇陛下に習近平・中国国家副主席（当時）とのルール破りの「特例会見」を強いた鳩山由紀夫政権と合わせ、中国に日本は恫喝すれば法をねじ曲げて対応する「人治国家」であると思わせた弊害は大きい。翌１１年３月に起きた東日本大震災をめぐっては、菅氏の順法精神の決定的な欠落がいよいよ顕著に表れた。
　原子力災害対策特別措置法は首相に、原発で重大事故発生の報告があったときは直ちに「原子力緊急事態」を宣言し、自治体首長らに避難指示を行うべきことを定めている。ところが菅氏は、野党との党首会談後に宣言を後回しし、さらに法律の文言にこだわっていたずらに初動を遅らせた。
　震災と原発事故が、安全保障会議設置法で「会議に諮らなければならない」と規定される「重大緊急事態」に該当するにもかかわらず安保会議は開かなかった。
　５月には法的根拠のないまま中部電力に浜岡原発の停止を無理強いし、７月には担当相である海江田万里経済産業相の「安全宣言」をひっくり返し、原発へのストレステスト（耐性検査）導入を言い出した。
　かと思うと、閣議にも諮らずに記者会見でいきなり「脱原発宣言」を打ち出し、閣内で批判されると「個人の考えだ」と引っ込めた。当時、取材先の官僚からこんな愚痴を聞いたのを覚えている。
　「菅政権の人たちは、法律や条令を守ろうという意識が全くない」
　厳格な法によって国家を治める法家思想の大成者とされる韓非子は、指導者が国を危うくする政治手法の最たるものとして、次のように指摘している。
　「第一は、規則があるのにその中で勝手な裁量をすること。第二は、法規をはみ出してその外で勝手な裁断を下すこと」
　当時の菅氏の姿そのものであり、立憲主義とははるかに遠い。民進党が政権担当時の自分たちの所業について、反省も見せずに立憲主義を言い募っても、しらけてしまうのである。
■阿比留瑠比（あびる・るい）　産経新聞論説委員兼政治部編集委員。１９６６年、福岡県生まれ。早稲田大学政治経済学部卒業。９０年、産経新聞社入社。仙台総局、文化部、社会部を経て、９８年から政治部。首相官邸、自由党、防衛庁、自民党、外務省などを担当し、首相官邸キャップ、外務省兼遊軍担当などを歴任。２０１３年、政治部編集委員。１５年、論説委員兼政治部編集委員。著書に『破壊外交　民主党政権の３年間で日本は何を失ったか』『決定版　民主党と日教組』（いずれも産経新聞出版）、『政権交代の悪夢』（新潮新書）など。
産経新聞2016.7.18 11:00更新 
【野口裕之の軍事情勢】民進党が掲げる「専守防衛」とは「本土決戦・１億総玉砕」に等しい　これぞ日本国憲法に反するではないか
　参議院選挙の結果、憲法改正発議に必要な３分の２勢力を衆参両院で得た。現実的論議をおし進め、専守防衛をめぐる度を超した自虐・自縛的解釈を転換する好機としたい。民進党は政策に《専守防衛》と《抑止力》を掲げる。《他国に脅威》を与えないとも。しかし、脅威の質にもよるが「他国に脅威を与えない」専守防衛では、抑止力が機能しない。それどころか、国土の幅が狭い日本列島では「本土決戦」につながる。そんな危険な戦略が「生命尊重」を定める憲法上、許されるはずがない。
　小欄がインタビューした退役英海軍大将は「危険思想」とまで断じている。封建時代において、いくさ上手の智将は勝利を目的とした場合、味方の来援が期待できない情勢下で「ろう城」策は採らなかった。基本的に、味方来援までの時間稼ぎに過ぎぬからだ。だが、日本の自主防衛をかつてないほど強く主張し始めた米国が米軍を急派する保障はない。全体、専守防衛に自虐・自縛的解釈をまぶし、「本土決戦」に追い込まれ、大日本帝國でさえ回避した「１億総玉砕」に突き進もうというのか。
　そういえば、内応した裏切り者が城門を開け、敵を迎え入れたろう城戦も歴史上、少なくない。中国共産党は、日本の専守防衛堅持を大歓迎するが、日本国内の内応者が誰か、見極める必要がある。
世界に向かい「ろう城宣言」した日本
　《民進党政策集２０１６年》にはこうある。
　《専守防衛に徹し、他国に脅威を与えるような軍事大国とならないとの基本理念を今後も堅持します》
　他の野党や政府・与党も文書や答弁で似たような表現を使うが、わが国が世界に向かって「ろう城宣言」した側面が懸念される。なぜか。古来、ろう城戦には（１）堅固な城塞（２）味方の来援（３）旺盛な戦意－が不可欠だ。現代版ろう城戦＝専守防衛でも（４）明確な戦略性（５）国家防衛に適合する地形の縦深性（６）食料＆武器・弾薬の補給＝兵站の確保－などが問われる。
　結論を先に述べれば、日本はろう城＝専守防衛に最低限必要な６要素をまったく満たしていない。専守防衛にもっとも不向きな国家だといえる。逐次説明しよう。
　（１）堅固な城塞　自衛隊の装備は優秀で、隊員の練度・士気も高い。反面、国防予算の不足で正面装備が優先され、正面装備を敵の攻撃より保護する地下壕や掩体壕（えんたいごう）が整備されていない。
　（２）味方の来援　共和党大統領候補の不動産王、ドナルド・トランプ氏（７０）の主張に象徴されるが、内向きに傾斜している米国では、同盟国の自主的防衛を求める論調が強まっている。国内外の情勢次第で、日本を軍事支援しない可能性が、かつてなく高いのだ。この点、日本の防衛態勢は米軍来援もノリシロに構築されている。
　（３）旺盛な戦意　自衛官だけに国家防衛を押しつける風潮が国民に見られる。国民全員で国家を守り抜く意志・覚悟が弱い。冷戦時、ソ連軍が侵攻してきたら「戦うことはせずに、白旗と赤旗を掲げて降伏すればよい」と、真顔で放言した進歩的文化人たちの置き土産が、いまだ完全に廃棄処分されていない。
日本に焦土戦の覚悟はあるのか？
　（４）明確な戦略性　防衛白書は専守防衛をこう定義する。
　《相手から武力攻撃を受けたときにはじめて防衛力を行使し、その態様も自衛のための必要最小限にとどめ、また、保持する防衛力も自衛のための必要最小限のものに限るなど、憲法の精神に則った受動的な防衛戦略の姿勢をいう》
　敵の先制攻撃で国土が焦土と化し、多くの国民の生命・財産が奪われる事態を覚悟しなければならない。敵の第一撃で壊滅的損害を被れば、反撃能力も奪われる。かくなる圧倒的な危険と不利を甘受する「本土決戦」戦略を、国民の前に明々白々に打ち出していない。本当に《憲法の精神に則った戦略》なのか、検証すべきだ。
　スイスも「専守防衛的戦略」を採る数少ない国家の一つだが、イザというとき、全土の橋を落とし、トンネルを潰し、国土の焦土化をためらわぬ戦略を内外に宣言している。従って、スイス侵略には大きなリスクを伴う。抑止力効果は大きい。
　（５）国家防衛に適合する地形の縦深性　敵の海空軍戦力が沖縄本島などが連なる東シナ海・南西諸島を突破すれば、あとは阪神～中京～京浜（首都圏）といった産業集積地までまっしぐら。（４）で触れたが、国土幅の狭い日本列島は、敵の第一撃の規模によっては反撃力さえ無力化される。
　（６）食料＆武器・弾薬の補給＝兵站の確保　日本の食料自給率は低く、輸入依存率が高い。四方を海に囲まれた日本は、シーレーン（海上交通路）を遮断されれば干上がる。（１）でも言及したが、少ない国防予算は正面装備に回され、弾薬のストックは心許ない。自衛官が自嘲気味に詠む川柳をひとつ。
　「たまに撃つ　弾がないのが　玉にきず」
理解されぬ「日本流専守防衛」
　以上、わが国に最も不向きな専守防衛の正体を記したが、他の民主国家に「日本流専守防衛」を理解させるには、相当のエネルギーがいる。
　ロンドン勤務だった２００１年秋、アフガニスタンで米中枢同時テロに端を発した対テロ戦争が勃発し、戦況を把握すべく英国の国防省や情報機関に日参した。その際、日本の参戦可能性を逆質問され、専守防衛を説明することが何と難しかったことか。自衛隊との接触経験のない欧州軍所属の米軍人も、一様にけげんな顔をした。
　ジョン・ウッドワード退役英海軍大将にインタビューした際も、専守防衛を理解してもらうのに、英国人助手の力を借りても１時間かかった。ウッドワード提督は、南大西洋上の英領フォークランド島がアルゼンチン軍に占領された紛争時、奪回作戦の総司令官だった。提督は開口一番こう語った。
　「英国の場合、外部の脅威にさらされたら、先制攻撃も含め軍事行動を起こさねばならない。迎撃は本土よりできる限り遠方で実施するのが、英戦略の基本を構成している」
“平和憲法”ではなく戦争誘発憲法
　そもそも島国の防衛線は隣接する大陸部の沿岸に引くことが軍事的合理性にかなう。大陸国家の侵攻意図を未然にくじき、海洋国家の存亡を決めるシーレーンの安全を確保する戦略が求められるためだ。英軍が大陸の主要港を制圧できる外征戦力を有しているのは、こうした明確な戦略を受けている。
　日本はまったく逆の方針を採る。専守防衛の自虐・自縛的解釈を続け、自衛隊は敵の敵策源地（基地）を攻撃できるミサイルや爆撃機、空母などを保有せずにきた。それゆえ、自衛隊の保有兵器に比べ長射程の兵器で日本を攻撃する《スタンドオフ攻撃》を敵が仕掛ければ、わが国はなすすべもなくいたぶられる。敵の兵器は日本国土に着弾し、自衛隊の迎撃兵器は届かない…滅亡のシナリオだ。
　敵策源地を攻撃するのは、敵の侵略が不可避になった時点であり、憲法も政府答弁も敵基地攻撃を認めている。にもかかわらず、敵基地攻撃の手段を講じない現状は、安全保障政策上の怠慢だ。敵基地攻撃兵器はあくまで「能力」であり、「能力」を行使するか否かは「意図」に基づいた国会の判断だ。自国の民主主義に自信を取り戻さないでいると、国民の生活を犠牲にし、軍事費を湯水のように注ぎ込む中国の脅威を、自ら引き込む結果を生み出す。
　敵策源地攻撃は米軍の役割だとする「盾は自衛隊　矛は米軍」論を引き、日米安全保障条約を持ち出す向きもあろうが、既述の通り確固たる保障がてい減している。
　本来の専守防衛とは、侵攻してくる敵に大損害を強要する戦略と大戦力を持たねばならぬのに、日本には専守防衛を完遂するだけの戦略も大戦力もない。代わりに掲げるのが日本国憲法だ。前文にはこうある。
　《平和を愛する諸国民の公正と信義に信頼して、われらの安全と生存を保持しようと決意した》
　国際社会は町内会ではない。こんなことを《決意》して何になるのだろう。日本国憲法は、戦争を回避する抑止力を著しく阻害する。“平和憲法”などでは決してなく、まさに戦争誘発憲法なのである。
本社世論調査 　改憲議論「賛成」５１％　「反対」は３２％
毎日新聞2016年7月18日　11時00分（最終更新　7月18日　11時00分）
　毎日新聞は１６、１７両日、全国世論調査を実施した。参院選の結果、改憲勢力が衆参両院で憲法改正の発議に必要な３分の２を超える議席を占めたことを踏まえ、国会で改憲の議論を進めることに「賛成」という回答は５１％を占め、「反対」の３２％を１９ポイント上回った。安倍内閣の支持率は６月の前回調査から２ポイント増の４４％、不支持率は４ポイント減の３５％だった。 
　安倍晋三首相は、秋の臨時国会以降、衆参両院の憲法審査会で議論を進め、与野党の合意形成を図りたい考え。内閣支持層では「賛成」が７２％に上り、「反対」は１６％だった。不支持層では「反対」（５４％）が「賛成」（３４％）より多かった。 
　自民支持層の７割強、公明支持層の過半数は国会での議論に賛成。民進支持層は６割弱が反対しているが、「賛成」も３割あった。 
　憲法９条の改正については、「改正には反対だ」が３９％、「改正して、自衛隊の役割や限界を明記すべきだ」が３８％で拮抗（きっこう）した。「改正して、自衛隊を他国同様の『国防軍』にすべきだ」は８％で、自民党が２０１２年に発表した憲法改正草案の条項には支持が広がっていない。１３年７月に同じ質問をした際には、「自衛隊の役割や限界を明記」３６％▽「改正には反対」３４％▽「国防軍」２０％−−だった。 
　参院選では改憲勢力が参院の３分の２を占めるかどうかが焦点になった。参院選で改憲勢力の議席数を「意識した」は５１％、「意識しなかった」は３８％だった。 
調査の方法 
　７月１６、１７日の２日間、コンピューターで無作為に数字を組み合わせて作った電話番号に、調査員が電話をかけるＲＤＳ法で調査した。福島第１原発事故で帰還困難区域などに指定されている市町村の電話番号は除いた。１８歳以上のいる１６６７世帯から、１０３１人の回答を得た。回答率は６２％。 
本社世論調査 　参院選結果に４６％が「不満」
毎日新聞2016年7月18日　11時01分（最終更新　7月18日　11時01分）
　今回の参院選の結果に「満足していない」との回答は４６％で、「満足している」の４０％を上回った。内閣支持層では「満足している」が７４％だったのに対し、不支持層では「満足していない」が８５％に上った。「満足している」層の７４％は、国会で憲法改正の議論を進めることに「賛成」と答えた。選挙結果を評価する層は改憲議論に前向きだ。一方、「満足していない」層は国会での論議に「反対」５１％、「賛成」４２％と分かれた。 
　民進、共産など野党４党は参院選の「１人区」（改選数１）で候補者を一本化した。この野党の選挙協力は、「評価する」４２％、「評価しない」４１％と拮抗（きっこう）した。 
　１人区の結果は「自民党２１勝、野党１１勝」で、民進党内には次期衆院選に向けて協力関係を見直すべきだという意見がある。しかし、民進支持層の６割強は「評価する」と答え、共産支持層でも「評価する」が７割を超えた。「支持政党はない」と答えた無党派層では「評価する」「評価しない」がともに４１％だった。 
　参院選の期間中、テレビ各局の選挙報道が少なかったという批判が出ている。テレビの参院選報道は「妥当だ」が５２％で、「少なかった」の２４％の倍以上になった。「多かった」は４％だった。【今村茜】 
調査の方法 
　７月１６、１７日の２日間、コンピューターで無作為に数字を組み合わせて作った電話番号に、調査員が電話をかけるＲＤＳ法で調査した。福島第１原発事故で帰還困難区域などに指定されている市町村の電話番号は除いた。１８歳以上のいる１６６７世帯から、１０３１人の回答を得た。回答率は６２％。 
本社世論調査 　生前退位「制度改正早く」４５％
毎日新聞2016年7月18日　11時02分（最終更新　7月18日　11時02分）
「慎重に議論を」３０％ 
　天皇陛下が、天皇の位を生前に皇太子さまに譲る「生前退位」の意向をお持ちであることが分かった。しかし、現在の皇室制度には生前退位の規定がないため、今回の全国世論調査では、政府がどう対応すべきかも尋ねた。それによると、「制度改正を急ぐべきだ」が４５％で最も多く、「慎重に議論すべきだ」は３０％、「分からない」は１１％だった。 
　３０代以上はどの年代層でも「制度改正を急ぐべきだ」が「慎重に議論すべきだ」を上回った。【今村茜】 
調査の方法 
　７月１６、１７日の２日間、コンピューターで無作為に数字を組み合わせて作った電話番号に、調査員が電話をかけるＲＤＳ法で調査した。福島第１原発事故で帰還困難区域などに指定されている市町村の電話番号は除いた。１８歳以上のいる１６６７世帯から、１０３１人の回答を得た。回答率は６２％。 
都知事選 　優先政策「教育・子育て」が４割　本社世論調査
毎日新聞2016年7月18日　09時01分（最終更新　7月18日　09時01分）
新知事に優先して取り組んでほしい政策は？
「医療・介護」も重視 
　東京都知事選を巡って１６、１７日に毎日新聞が実施した電話世論調査で、新知事に優先して取り組んでほしい政策を二つまでの複数回答で聞いたところ、「教育・子育て」と答えた人が４１．９％で最も多かった。「医療・介護」（３９．９％）、「都の行財政改革」（２８．８％）が続いた。有権者が待機児童問題や高齢化対策などを喫緊の課題と認識し、行政の対応を求めていることがうかがえる。【川畑さおり】 
　４年後に開かれる「東京五輪・パラリンピックの準備」を挙げた人は１割以下にとどまった。大会開催で都が負担する費用がまだ固まっていないなど準備状況に課題はあるが、有権者はより身近な問題の解決を新知事に求めていると言える。 
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　都内では約８０００人に上る保育所の待機児童問題があり、子育て世代の中心となる３０代男女の６割超が優先すべき政策として「教育・子育て」を選んだ。 
　待機児童問題を含め、この分野の政策は３氏とも公約に多く盛り込んでいるが、支持率は小池氏、鳥越氏、増田氏の順だった。 
　「都の行財政改革」を選んだ人から支持を集めたのは、行政や政治の経験がない鳥越氏と、「財政の透明化」を掲げる小池氏。増田氏は２氏より支持する人が少ない。これまで「東京一極集中」に批判的な発言をしてきたことが、改革手法への不安として影響した可能性がある。 
　半面、地震への対応や木造住宅密集地域の不燃化を訴える増田氏は、「治安・防災」（１６．４％）を優先すべき政策に選んだ人たちから、ほか２氏よりも支持を集めた。 
　都政を身近に感じるかどうかという問いには「どちらかといえば身近に感じない」「身近に感じない」と回答した人が合わせて６２．９％に上り、多くが都政との「距離」を感じていた。 
　猪瀬直樹元知事、舛添要一前知事と２代続けて「政治とカネ」の問題でトップが辞職し、都政が混迷・停滞していることが、こうした有権者の見方の背景にあるとみられる。 
調査の方法 
　１６、１７日の２日間、コンピューターで無作為に電話番号を発生させて、調査員が電話をかける方法で行った。毎日新聞、共同通信、産経新聞、ＴＢＳ、フジテレビの５社の共同で実施した。東京都内の有権者がいる１５２１世帯から１０３３人の回答を得た。回答率は６８％。 
都知事選 　小池、鳥越氏競り合い　増田氏が追う…序盤情勢
毎日新聞2016年7月18日　09時00分（最終更新　7月18日　09時00分）
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都知事選の投票で最も重視する基準は？
本社世論調査 
　３１日投開票の東京都知事選について毎日新聞は１６、１７の両日、都内の有権者を対象に電話による世論調査を実施し、取材結果も加えて序盤情勢を分析した。元防衛相の小池百合子氏（６４）とジャーナリストの鳥越俊太郎氏（７６）が競り合い、元総務相の増田寛也氏（６４）が追う展開となっている。ただ４割以上が投票先を決めておらず、今後、情勢が変わる可能性もある。 
　主要候補で唯一の女性の小池氏は５０代以下の女性に幅広く浸透し、４０代は男女とも支持を集める。 
　鳥越氏は６０代女性や７０代以上を中心として、高齢層に人気が高い。増田氏は３０代で一定の支持を集めている。 
　自民党が１７年ぶりの「分裂選挙」となり、自民党都連との対立姿勢を鮮明にしている小池氏は自民支持層の４割弱の支持を集めた。おおさか維新支持層や無党派層にも浸透している。 
　鳥越氏は推薦を得た民進、共産の支持層の６割近くを固め、同じく推薦する社民、生活の支持層や無党派層からも支持を得ている。 
　自民、公明、こころの推薦を受ける増田氏は公明支持層の６割近くを固めたものの、自民支持層では３割の支持となっており、分裂選挙の影響が見える。 
　投票する際に最も重視する基準を選択肢で尋ねたところ、最も多かったのは「政策」で３７％だった。「行政経験」１３．５％▽「お金に対するクリーンさ」１３．４％▽「人柄」１３．１％▽「政治経験」９．９％−−と続いた。 
　行政経験と回答した人の６割弱が増田氏、人柄の５割弱が鳥越氏、政治経験の６割が元衆院議員の小池氏をそれぞれ支持しており、有権者が自身の選択基準に合った特徴の候補者を支持している傾向が見られる。 
　政策と回答した人の支持は小池氏が約３割、鳥越氏が約２割、増田氏が２割弱で、約３割は態度をはっきりさせていない。 
　都知事選には３氏を含め過去最多の２１人が立候補している。【林田七恵】 
調査の方法 
　１６、１７日の２日間、コンピューターで無作為に電話番号を発生させて、調査員が電話をかける方法で行った。毎日新聞、共同通信、産経新聞、ＴＢＳ、フジテレビの５社の共同で実施した。東京都内の有権者がいる１５２１世帯から１０３３人の回答を得た。回答率は６８％。 
産経新聞2016.7.19 09:52更新 
【本社・ＦＮＮ合同世論調査】「国会の改憲議論に期待」６５％　内閣支持率４９・８％で横ばい
　産経新聞社とＦＮＮ（フジニュースネットワーク）が１６、１７両日に実施した合同世論調査によると、国会で憲法改正に向けた議論が活発化することを「期待する」と答えた人が６５・３％に上り、「期待しない」の２８・５％を大きく上回った。憲法改正に「賛成」は４２・３％で、「反対」の４１・７％を上回った。
　前回調査（６月１８、１９両日）では反対が２・２ポイント多かったが、賛否が逆転した。賛成と答えた人のうち７０・９％が安倍晋三政権での改憲に「賛成」とし、「反対」は１９・９％だった。憲法改正に反対と答えた人のうち、憲法９条を残す条件であれば「賛成」との答えが６４・５％だった。
　ただ、先の参院選で自民、公明両党の与党におおさか維新の会などを加えた憲法改正に前向きな勢力が、改憲発議に必要な参院の３分の２（非改選と合わせて１６２議席）を確保したことは「良かったと思わない」が４７・１％で、「良かったと思う」の４３・８％を上回る結果となった。
　一方、安倍内閣の支持率は４９・８％で前回から０・４ポイント増え、不支持率は３９・１％で前回比１・０ポイント増だった。政党支持率は自民党が３５・３％でトップだが、前回から２・４ポイント減。続く民進党は１３・４％で５・１ポイント伸ばした。前回５番手だったおおさか維新の会が２・６ポイント増の６・９％で、３番手に躍進した。
　３１日投開票の都知事選に関し、都知事にふさわしい人物を聞いたところ、元防衛相の小池百合子氏（６４）がリードし、ジャーナリストの鳥越俊太郎氏（７６）＝民進、共産、社民、生活推薦＝と元総務相の増田寛也氏（６４）＝自民、公明、日こ推薦＝が追う展開となっている。東京都内の回答者に限っても同様の結果が出たが、約１４％が「わからない」と答えた。
産経新聞2016.7.18 11:44更新 
【本社・ＦＮＮ合同世論調査】内閣支持率４９・８％で横ばい　政党支持率は自民党３５・３％でトップ、おおさか維新が３番手に躍進
　産経新聞社とＦＮＮ（フジニュースネットワーク）は１６、１７両日に合同世論調査を実施した。安倍晋三内閣の支持率は４９・８％で前回調査（６月１８、１９両日）から０・４ポイント増えたものの、２カ月連続で５０％に届かなかった。不支持率は３９・１％で前回調査から１・０ポイントの増加となった。
　政党支持率は自民党が３５・３％でトップだが、前回より２・４ポイント減少。続く民進党は１３・４％で前回から５・１ポイント伸ばした。前回５番手だったおおさか維新の会が２・６ポイント増の６・９％で、３番手に躍進した。公明党は０・８ポイント増の５・４％、共産党は０・６ポイント減の５・１％だった。
　また、先の参院選で自民、公明両党の与党が、目標に掲げた改選議席の過半数を獲得したことは「良かった」と答えた人が４８・２％で、「良くなかった」の４４・１％を上回った。
　一方で、両党におおさか維新の会などを加えた憲法改正に前向きな勢力が、改憲発議に必要な参院の３分の２（非改選と合わせて１６２議席）を確保したことについては、「良かったと思わない」が４７・１％で、「良かったと思う」の４３・８％を上回る結果となった。
　ただ、憲法改正については「賛成」が４２・３％で、「反対」の４１・７％をわずかに上回った。先月は反対が２・２ポイント多かったが、賛否が逆転した。今後、国会で憲法改正に向けた議論が活発化することを「期待する」と答えた人も６５・３％に上り、「期待しない」の２８・５％を大きく上回った。
　参院選では民進、共産、社民、生活の野党４党が３２の改選１人区で候補者を一本化し、１１選挙区で勝利。次期衆院選でも野党４党が「共闘したほうが良いと思う」との答えが５０・８％で過半数に達し、「思わない」の３５・６％を上回った。
　また、今回から隣接選挙区を統合する合区が「鳥取・島根」「徳島・高知」で新たに導入されたが、「１人の都道府県から少なくても１人は選ばれるべきだと思う」と合区に否定的だった人が６９・２％おり、「思わない」の２４・３％を大きく上回った。
　今後、安倍内閣が最優先で取り組むべき政策課題は「医療・年金などの社会保障」が２８・２％で最多。「景気・雇用などの経済政策」２６・９％、「子育て・少子化・待機児童対策」１２・３％などが続き、「憲法改正」は３・６％だった。
　中国を相手取りフィリピン側が勝訴した、南シナ海をめぐる仲裁裁判所の裁定（今月１２日）に対し、中国側は従わないと表明。尖閣諸島（沖縄県石垣市）のある東シナ海でも日中間で同じ事態が起きることを「心配している」と答えた人が８７・４％に上った。
産経新聞2016.7.18 11:01更新 
【東京都知事選・序盤情勢】小池百合子氏「一歩リード」に衝撃　自民党の締め付け“逆効果”か
　東京都知事選で増田寛也元総務相を推薦する自民党都連幹部は、産経新聞社の序盤情勢調査で小池百合子元防衛相がリードしていることに危機感を募らせる。「小池氏は勢いがあって人の集まりがすごい。鳥越俊太郎氏の主張に賛同できない有権者は小池氏に流れるだろう。組織を固めるしかない」と話し、組織戦を重視していく方針を示した。
　別の都連幹部も「小池氏への締め付けが裏目に出ている」と分析。党都連は推薦する増田氏以外の候補を応援した場合、除名などの処分にするとしていることが、逆に小池氏の同情票に回っているとみる。
　一方、小池陣営は「手応えは感じているが、鳥越、増田両氏は組織がある。先行しているとは思っていなかった」と語る。「『小池氏リード』と書かれると、陣営が緩むことが心配だ」と、逃げ切りに向け地道に支持を訴える意向だ。
　鳥越氏を推薦する野党４党には焦りがにじむ。民進党都連幹部は「小池氏との無党派層の取り合いだ」と述べ、今後、鳥越氏の露出増による「伸びしろ」に期待を寄せる。共産党幹部は「出遅れが響いている」とした上で、「演説などで政策を訴えていけば支持は広がる」と意気込む。
　鳥越氏が１７日に東京・吉祥寺で行った街頭演説には地元の民進党の菅直人元首相や共産党の小池晃書記局長が参加。「民進党も全力を挙げて頑張り抜く」（菅氏）と訴えた。今後も両党の国会議員は街頭で支持を呼びかける方針だ。
産経新聞2016.7.18 13:15更新 
【東京都知事選・序盤情勢】自民党支持層やはり小池百合子、増田寛也両氏に割れる…民進、共産支持層の６割近くは鳥越俊太郎氏支持　


　産経新聞社の東京都知事選に関する世論調査で、主要５政党の支持層別に投票傾向を見ると、自民党支持層の３割以上が元防衛相の小池百合子氏に流れ、党が推薦する元総務相の増田寛也氏は約３割を固めるにとどまった。１７年ぶりの分裂選挙となった自民党は、都連が増田氏以外の候補を応援した場合、「除名などの処分対象となる」と党内の締め付けを図っているが、逆効果になっているともいえそうだ。
　公明党支持層は、党推薦の増田氏が過半数を固めたが、小池氏に１割以上が流れていた。おおさか維新の会の支持層も半数以上が小池氏を支持しており、約２割だった増田氏を大きく引き離した。
　小池氏が知名度を生かして浸透している格好だが、自民党の都連幹部は「増田氏は出遅れたのでエンジンがかかるのはこれからだ」と強調する。自民、公明両党は今後、組織戦を展開し支持基盤を確実に固めていきたい考えだ。
　一方、民進、共産両党の支持層は、両党と社民、生活４党が推薦するジャーナリストの鳥越俊太郎氏に投票するとの回答が、それぞれ６割近くに上った。野党統一候補として４党の支持基盤を着実に固めている。ただ、民進党支持層の約２割、共産党支持層の約３割が小池氏を支持していた。
　鳥越陣営は「これから政策や経験などの浸透を図る。政策集をまとめるのが遅かったがハンディとは思っていない」と追い上げに意気込みをみせる。
　全体の４割近くを占める無党派層では「小池氏に投票する」との回答が最多で３割を超えた。鳥越氏も２割以上の支持を得たが、無党派層の４人に１人は投票先を決めておらず、各候補が選挙戦を通じてどれだけ無党派層に浸透するかも勝敗を左右しそうだ。
しんぶん赤旗2016年7月17日(日)

鳥越都知事候補が政策発表　「三つのよし」実現する東京へ

　東京都知事選（３１日投票）で、野党統一候補の鳥越俊太郎氏＝日本共産党、民進党、社民党、生活の党推薦＝は１５日、政策「『あなたに都政を取り戻す』～『住んでよし』『働いてよし』『環境によし』を実現する東京を！」を発表しました。
　政策は、(1)都政への自覚と責任(2)夢のある東京五輪の成功へ(3)都民の不安を解消します(4)安全・安心なまちづくり(5)笑顔あふれる輝く東京へ(6)人権・平和・憲法を守る東京を―の６本柱です。

　冒頭、鳥越氏は政策の前提となる政治姿勢として「私は聞く耳をもって、都民のさまざまな意見を聞き、批判を受けとめ、すべての都民が自由に発言できる風通しの良い都庁をつくります」と表明。都民の幅広い意見を聞いて、都政の運営に努めるとしています。

2016年7月17日(日)

鳥越俊太郎候補の政策（全文）

「あなたに都政を取り戻す」　「住んでよし」「働いてよし」「環境によし」を実現する東京を！

　鳥越俊太郎東京都知事候補が１５日に発表した政策全文を紹介します。



　◎私は聞く耳をもって、都民のさまざまな意見を聞き、批判を受けとめ、すべての都民が自由に発言できる風通しの良い都庁をつくります。

■都政への自覚と責任

　都政は、都民が汗水たらして働いて納めた税金で成り立っています。

　この原点を忘れた都知事が、２代続けて政治とカネの不祥事で都政を混乱させました。私は「納税者意識」を胸にとめ、都民の負託に応えます。

　→第２の舛添問題を起こさせない体制をつくります。

　・知事の海外視察費用・公用車利用のルールを見直します。

　・知事の視察等の情報公開を徹底します。

　・政治資金規正法の見直しを東京都から国に働きかけます。

■夢のある東京五輪の成功へ

　コンパクトでシンプルな２０２０年のオリンピック・パラリンピックを実現して、東京の可能性や魅力を世界へアピールします。

　→ムダをなくしつつも、平和の祭典としての五輪を成功させます。

　・五輪経費の徹底したコスト縮減を行います。

　・東京の可能性や魅力を世界にアピールできる体制をつくります。

■都民の不安を解消します

　医療・介護の充実、子どもの貧困や待機児童の解消に、早急に取り組みます。

　がん検診の受診促進や骨粗しょう症対策等で、だれもが、いつまでも社会参加できる健康長寿の東京を目指します。

　→都民のこころとからだの健康をあらゆる施策を通じて実現します。

　・東京都のがん検診受診率は現在５０％にも達していません。これをまずは５０％、最終的には１００％を目指します。

　・だれもが先進医療を受けられる東京を目指します。

　・受動喫煙防止に向けた条例制定に取り組みます。

　・保育所の整備をはじめ、あらゆる施策を通じて、待機児童ゼロを目指します。

　・保育士の給与・処遇を改善します。

　・すべての子どもに学びの場が提供できる環境を整えます。

　・貧困・格差の是正に向けて、若者への投資を増やすなど、効果的な対策に取り組みます。

　・大介護時代に備え、特別養護老人ホームなど高齢者の住まいを確保します。介護職の給与・処遇を改善します。

　・子育て・介護に優先的に予算を配分します。

■安全・安心なまちづくり

　耐震化・不燃化の促進、帰宅困難者対策で災害に強い東京をつくります。

　再生可能エネルギーの普及で、持続可能な東京を実現します。

　→住宅耐震化率８３・８％から１００％を、再生可能エネルギー割合８・７％から３０％を目指します。

　・住宅・マンションの耐震化助成を拡充します。

　・民間事業者との連携やＩＴの活用などにより、ハード・ソフト両面からの防災対策を進めます。

　・原発に依存しない社会に向け、太陽光やバイオマスなど、再生可能エネルギーの普及に取り組みます。

　・テロ・サイバー攻撃などの脅威に対し、万全の備えを確立します。

■笑顔あふれる輝く東京へ

　希望する人が正社員になれる格差のない社会を目指し、仕事と家庭の両立を支援します。東京の宝・職人を大切にするマイスター制度を拡充します。

　→働く人の３７・５％が非正規社員。正社員化を促進する企業を支援します。

　・正社員化を促進する企業を支援し、不本意非正規社員の解消に努めます。また、最低賃金の引き上げを求めていきます。

　・長時間労働の是正など、働き方改革で、ワークライフバランスを進めます。

　・東京の宝である職人文化をマイスター制度で育みます。

　・市区町村への財政支援を強化します。多摩格差を是正し、多摩・島しょ振興を進めます。

■人権・平和・憲法を守る東京を

　憲法を生かした「平和都市」東京を実現します。首都サミットの開催や文化・若者交流の推進にもチカラを入れます。

　→多様性を尊重する多文化共生社会をつくります。

　・男女平等、ＤＶ対策、ＬＧＢＴ施策、障害者差別禁止などの人権施策を推進します。

　・非核都市宣言を提案します。

しんぶん赤旗2016年7月18日(月)

憲法守り生かす都政を　都民の意思示そう　町田・吉祥寺　鳥越候補訴え　小池書記局長・菅元首相・邑上武蔵野市長が応援　７・３１　都知事選

　東京都知事選（３１日投票）で、野党統一候補の鳥越俊太郎氏は１７日、町田市の町田駅北口と、武蔵野市の吉祥寺駅北口で「憲法を守り、弱者に寄り添う政治、人にお金を使うやさしい東京にしよう」と訴えました。安倍政権が狙う憲法改悪や戦争する国づくりを許さない都民の意思を示そうと呼びかけました。
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（写真）鳥越俊太郎都知事候補に声援を送る人たち＝17日、東京・吉祥寺駅北口
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（写真）邑上守正武蔵野市長、菅直人元首相、小池晃書記局長の応援を受けて訴える鳥越俊太郎都知事候補＝17日、東京・吉祥寺駅北口


　両会場とも市民が次々と足を止め、身動きできないほどの聴衆で埋まりました。安倍政権の暴走政治に対し「こんな政治を許せないという人は手を挙げてください」との鳥越氏の呼びかけに、多くの聴衆が「許せない」と手を挙げました。

　町田駅北口で鳥越氏は、日本共産党の吉良よし子参院議員、民進党の蓮舫代表代行とともにマイクを握り「憲法は戦後７０年大事に守ってきた国の根本、日本人の生き方の根本をしっかり定めたものだ」と強調し「憲法を壊すのはとんでもない」と述べました。

　吉祥寺駅北口では、安倍政権が選挙で公約せずに、秘密保護法や集団的自衛権行使容認の閣議決定、安保法制＝戦争法を強行したことに対し「国民に対する裏切りであり、だまし討ちです。こんなことは許せない」と厳しく批判しました。

　鳥越氏は都政政策を語り「都民目線で、都民の声を聞きながら、新しい都政をつくり、日本全国、世界中に発信していく都知事でありたい」と訴えました。

　共産党の小池晃書記局長・参院議員、民進党の菅直人元首相、武蔵野市の邑上守正（むらかみもりまさ）市長が応援演説しました。

　小池氏は、「都政を変える大チャンスの選挙です。安倍改憲を許さない野党共闘の流れをさらに前に進め、日本の政治の流れを大きく変える選挙にしよう」と呼びかけました。

　自民・公明が推薦する候補が、都政に安定を取り戻すと演説していることに対し「混乱をさせたのは自民党だ。２代続けて『政治とカネ』で知事が辞職した。こんなことを二度と繰り返さない東京都政を実現するのは、鳥越さんしかいない」と強調しました。

　菅氏は「鳥越さんの『皆さんの声を聞く』という原点を、都知事としてフルに発揮してもらおう」と呼びかけました。

　立川市から来た男性（３５）は「国に堂々とものが言える知事が必要だと思う。鳥越さんには『都民の声に耳を傾ける』という姿勢を生かして、都民不在の都政を変えてほしい」と話しました。

しんぶん赤旗2016年7月18日(月)

憲法を守る知事か壊す知事か　７・３１　都知事選

　　３１日投票の東京都知事選挙は、参院選の結果、衆参両院で改憲勢力が３分の２を占めるとともに、憲法違反の安保法制＝戦争法の発動の危険も迫るなかでの首都決戦です。首都東京で、憲法を守り生かす知事を誕生させるのか、それとも安倍首相と一体となって憲法を壊す知事を許すのかが、大きく問われます。
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（写真）都知事選告示の第一声で決意表明する鳥越俊太郎都知事候補＝14日、東京・新宿駅


立憲主義破壊ただす力

　いち早く名乗りを上げた小池百合子氏は、自民党内で一貫して「自主憲法制定」を主張してきた改憲タカ派。一方、増田寛也元総務相は、戦争法で立憲主義を破壊し、さらに明文改憲を企てる自民・公明両党の推薦を受ける候補です。

　これに対し、「（参院選の結果）憲法改正が射程に入った。時代の流れが変わり始めている。元に戻す力になりたい」と述べて立候補表明（１２日）したのが、ジャーナリストの鳥越俊太郎氏。日本記者クラブでの共同記者会見（１３日）では、安倍晋三首相の改憲姿勢をあげ「戦後最悪の内閣だ」と指摘。自民党改憲案を厳しく批判しました。

　市民の中からも、都知事選挙の争点は憲法問題だという声が上がっています。

　「安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合」（市民連合）は１６日、「野党統一候補・鳥越俊太郎氏と市民がつくる都政の実現へ」との声明を発表。「衆参両院において改憲勢力が３分の２以上の議席を獲得している現在、立憲主義と平和主義と民主主義を回復し、個人の尊厳を擁護する政治を首都・東京において実現することは、日本の将来において決定的に重要です」と述べています。

　ところが小池氏は「憲法問題は自民党で議論されている流れでいい」（１３日の共同会見）と自民党改憲案をほめ、増田氏は、「今問われているのは知事選、憲法の問題をそこに持ち込むのはどうか」（同）と争点化を避ける姿勢です。

　しかし、「都政の原点は、都民の命を守る、暮らしと命を守るというところにあります。この点で憲法問題は大争点」（日本共産党の志位和夫委員長、１４日の会見）です。

　そもそも日本国憲法の定める「地方自治」の原点は、住民の命と暮らしを守ることであり、戦前のような中央集権を排し、平和と自由を守るために政府の動きに抑制をかけることにあります。住民の直接的な政治参加で、民主主義を発揚することも重要な役割です。

　安倍政権による立憲主義破壊の暴走が強まるもと、都知事選挙で憲法を論ずることはとても重要な課題です。

戦争法、住民動員の危険

　安倍政権が昨年９月に強行した戦争法は、地方自治体や住民を、戦争へと動員し、戦争体制に組み込む危険をいっそう高めるものとなっています。

　２００４年につくられた国民保護法制は、米国の戦争に自衛隊が協力し、自衛隊が相手国の攻撃の対象となる場合（武力攻撃予測事態）に、地方自治体や住民を政府の軍事方針に従って動かすことを狙いとするものです。「指定公共機関」として、電気、ガス、放送事業者や日本赤十字などの医療機関も動員の対象です。「テロの危険」（緊急対処事態）にも発動されます。

　そのもとで、空港（羽田空港など）や港湾（東京湾周辺など）の米軍による優先使用が認められ、自衛隊による強制使用も可能とされます。

　地方自治体と指定公共機関は、政府がつくる「対処基本方針」＝軍事方針に沿って国民の「避難」や「救援」の措置を義務付けられます。国民には、物資の保管や道路の通行制限、土地の強制収用やそのための立ち入り検査、警戒区域への立ち入り制限などが強制されます。

　「国民保護」は名目で、米軍主導の軍事作戦の必要に応じて、国民や自治体の動きを規制することに本質があります。

　戦争法で容認された集団的自衛権の行使は、日本が攻撃されていないのに、米国を攻撃する第三国に対し事実上の先制攻撃をすることで、日本に対する武力攻撃の危険を呼び込むものです。政府も「（集団的自衛権行使が認められる）存立危機事態に該当するのに、武力攻撃事態等に該当しないことはまずない」（横畠裕介内閣法制局長官、昨年９月１４日、参院安保特別委）と答弁しており、集団的自衛権を行使する多くの場面で、国民保護法が発動される可能性を認めています。憲法違反の戦争法の発動による自治体・国民の動員と統制を許していいのかが問われます。

自民案に緊急事態条項

　さらに重大なのは、安倍首相が改憲項目のひとつとして掲げる、緊急事態条項の創設です。「外部からの武力攻撃」などの緊急事態において、国民保護のための国等の指示に国民は「従わなければならない」と服従義務が規定されています（自民党改憲案９９条３項）。

　この規定の狙いについて、『自民党改憲草案Ｑ＆Ａ』は、従来の「国民保護法制」では国民の服従義務について「憲法上の根拠がないために、国民への要請は全て『協力を求める』という形でしか規定できなかった」と不満を告白。国民保護法制による国民の動員に広く強制力をもたせ、大幅な人権制約を可能にすることを狙っているのです。

しんぶん赤旗2016年7月18日(月)

鳥越さん　こんな人　権力の横暴・腐敗暴露　「憲法９条守る」一貫　７・３１　都知事選

　東京都知事選（３１日投票）で「みんなに都政を取り戻す」と訴えている鳥越俊太郎候補(７６)＝日本共産党、民進党、社民党、生活の党推薦＝は、社会的弱者にやさしく、権力に厳しいジャーナリストとして半世紀活躍してきました。鳥越さんの横顔を紹介します。



　１９４０年、福岡県浮羽郡吉井町（現うきは市）で生まれた鳥越さん。終戦（４５年）の翌年に小学校に入学。教室では、多くの子ども・青年を侵略戦争に駆り立てた軍国主義教育が一掃され、日本国憲法に基づく「民主主義教育」が始まったばかりでした。自ら「戦後教育の第１期生」と称する鳥越さんは一貫して、憲法と平和、民主主義を守る大切さを訴えてきました。

日本人の心の歯止め

　２００１年、「しんぶん赤旗」のインタビューに応じてこう話しています。

　「憲法九条は、二度と他国を侵略しないことを誓った日本人の心の歯止め。基本精神は引き継いでいくべきだと僕個人は思っています」

　都知事選でも、鳥越さんは「人権・平和・憲法を守る東京」をつくると公約しています。

　鳥越さんはジャーナリストとして、社会的弱者に冷たく聞く耳をもたない権力の横暴を追及してきました。

　京都大学文学部を卒業して１９６５年、毎日新聞社に入社しました。社会部や地方局勤務などを経て８８年、『サンデー毎日』編集長に。翌８９年、当時の自民党総裁で首相就任間もない宇野宗佑氏の「買春行為」をスクープし、辞任に追い込みました。

真実伝え政治動かす

　初めてキャスターを務めた報道番組「ザ・スクープ」（朝日系）では、埼玉県桶川市のストーカー殺人事件（９９年）を徹底追及しました。被害女性の名誉を傷つける報道が氾濫する中、自ら被害者の父親に何度も手紙を送り取材を承諾してもらうなど綿密な調査報道を重ねました。その結果、警察が被害者の助けを求める訴えに背を向け、被害者の調書の改ざんまで行った実態を暴露しました。

　この一連の報道は日本記者クラブ賞を受賞するとともに、ストーカー規制法成立のきっかけになりました。

　このように鳥越さんは、権力が押しつぶそうとする社会的弱者の声に真剣に耳を傾け、真実を伝え、広範な市民とともに告発し、政治を動かしてきました。

しんぶん赤旗2016年7月18日(月)

弱者に寄り添う　やさしい東京にしよう　町田で街頭演説　共産　吉良氏　民進　蓮舫氏ら応援

　東京都知事選（３１日投票）で、野党統一候補の鳥越俊太郎氏は１７日､東京･町田駅北口で街頭演説し「憲法を守り、弱者に寄り添う政治、人にお金を使うやさしい東京にしよう」と訴えました。日本共産党の吉良よし子参院議員と、民進党の蓮舫代表代行が応援演説しました。

　吉良氏は、「都民目線」「納税者目線」に立つ鳥越氏を通すことが「政治とカネ」の問題で不祥事続きだった都政を刷新することにつながると強調。「憲法を守る人こそ、暮らしをよくする政治ができる。税金は、公共事業優先から、暮らし優先へと切り替え『住んでよし、働いてよし、環境によし』の東京にし、みんなに都政を取り戻そう」と訴えました。
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（写真）吉良よし子参院議員、蓮舫民進党代表代行とともに訴える鳥越俊太郎都知事候補＝１７日、東京都町田市


　蓮舫氏は、鳥越知事を誕生させることが、今の政権に目を覚まさせることになると述べ「格差と貧困を広げ、自己責任を推し進める政治を終わりにしよう。平和を守る都民の圧倒的な声があれば、時の総理は絶対に無視できない。そのことを改めて証明しよう」と呼びかけました。

　弁士の訴えに聴衆からは何度も拍手が湧き起こりました。「みんなに都政を取り戻す。」と書かれたプラカードを持って応援していた女性(６７)＝町田市＝は「税金の無駄遣いを見直し、若者や子育て支援に回してほしい。自民党型の政治から革新的な政治へと切り替えていきたい」と述べました。

産経新聞2016.7.19 01:00更新
【政界徒然草】一度麻薬に手を出すとやめられないというのは本当だった…民進党は共産党との共闘をいつまで続けるのか？
１０日投開票された参院選の結果、自民、公明の与党に、おおさか維新の会、日本のこころを大切にする党をあわせた改憲勢力４党が、参院でも憲法改正の国会発議に必要な３分の２を占めることになった。野党第一党の民進党は「３分の２阻止」を掲げ、共産、社民、生活とともに３２ある１人区で野党統一候補を擁立し、安倍晋三政権に対抗した。一度味わった共産党との選挙協力。その味を忘れられず、手放せない“麻薬”と化すのか。政権交代をかける次期衆院選で、民進党は「民共政権」に突き進むつもりなのだろうか。
　「一定の効果はあったが、いろいろと課題は浮かび上がっている。今回の結果をよく分析して、どういうやり方をすれば、国民の声が国会の議席に反映されやすくなるのか、さらなる模索をしていかなければならない」
　民進党の枝野幸男幹事長は参院選の開票作業が進む１０日夜、ＮＨＫ番組で野党共闘による選挙協力をこう評価した。平成２５年の前回参院選では３１選挙区のうち２９選挙区で自民党勝利を許した改選１人区も、今回は野党統一候補は接戦区で競り勝つケースが目立ち、結果として１１勝２１敗まで押し戻した。
　こうした結果からも、民進党が共産党と共闘したことは、選挙戦術上は「成功」したといえなくもない。だが、いつまでその協力を続けるつもりなのか。
　共産党は、自衛隊の解消と日米安全保障条約の廃棄を党綱領に掲げる。
　３年３カ月続いた旧民主党政権は、その自衛隊を重宝したはずだ。２３年３月の東日本大震災では、自衛隊は「戦（いくさ）」の覚悟を決め、東京電力福島第１原子力発電所の事故に立ち向かい、行方不明者の捜索、被災者支援に自らを犠牲にして取り組んだ。その任務を命じたのは旧民主党政権に他ならない。
　国際協力のため、灼熱の大地に陸上自衛隊部隊を送り込んだ。アフリカ東部の南スーダンでの国連平和維持活動（ＰＫＯ）だ。
　日米両政府が合意した米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐって、鳩山由紀夫首相（当時）が「最低でも県外」と訴えたため、関係が冷え込んだとはいえ、旧民主党政権は日米同盟の深化をうたっていた。
　安倍政権打倒－。この大義の下に民進党と共産党の共闘は成立した。だが、一時的でも自衛隊を指揮する政権を担い、その要職にあった政治家たちが、自衛隊を憲法違反の組織と断言する共産党と手を携えることに、多くの有権者が違和感を覚えたはずだ。
　地域に根差した共産党の組織力を頼りにする代わりに、失ったものは少なくないだろう。自衛官と、その家族の気持ちをどう考えたのか。また、仮に民進党が政権を担ったとき、日米安全保障条約廃棄を掲げる共産党と組んだことを、米政府にどう説明するつもりなのか。
　ただ、民共路線を進めた民進党執行部に対しては、党内に異論がないわけではない。
　「これから参院選の総括が行われる。私たちも意見を言いながら、民進党が単なる万年野党ではなく、政権準備政党として独立独歩で立てる政党になるよう力を尽くしたい」
　安全保障政策に詳しく、党内でも保守派として知られる長島昭久元防衛副大臣は１１日、都内で記者団の取材に対し、民共路線を敷いた執行部への不信感をあらわにした。
　民進党内では、９月末の岡田克也代表の任期満了に伴う党代表選が焦点となるが、党内を見渡しても、長島氏のような考え方が広がる気配はない。野党統一候補が１１勝を挙げ、執行部の方針を真っ正面から批判できない事情があるようだ。
　選挙のためとはいえ、民進党はこのまま共産党と手を組み続けるのか。（政治部峯匡孝）
産経新聞2016.7.18 10:55更新 
【日本共産党研究】「防衛費は人を殺す予算」発言だけじゃない　「たら」「れば」を事実のように語る共産党のデマ・炎上体質を斬る

池内沙織衆院議員 
■炎上した「ゴンゴドウダン」ツイッター
　若手のホープである衆院議員で、１９８２年生まれの池内沙織は２０１５年１月２５日未明、ツイッターにこんな投稿をした。
　《こんなにも許せないと心の底から思った政権はない。「ゴンゴドウダン」などと、壊れたテープレコーダーの様に繰り返し、国の内外で命を軽んじ続ける安倍政権。安倍政権の存続こそ、言語道断。本当に悲しく、やりきれない夜。眠れない》
　当時は、イスラム教スンニ派過激派組織「イスラム国（ＩＳ）」に拘束された日本人男性の画像がインターネット上に公開された後だった。首相の安倍晋三が「テロ行為は言語道断であり、許し難い暴挙だ」と述べたことを念頭に書き込んだわけだが、罪を犯したテロ集団への批判は一切なく、なぜか安倍政権を批判するという意味不明の投稿だった。
　ネット上で投稿を問題視する意見が続出すると、池内は投稿を削除。２６日午前のツイッターで《今の時期に昨日のようなツイートは不適切だと考え削除しました。お詫びいたします》と釈明した。
　委員長の志位和夫も同日の記者会見で、「政府が全力を挙げて取り組んでいる最中だ。今あのような形で発信することは不適切だ」と指摘した。その上で「残虐非道な蛮行を強く非難する」と述べ、政府には「人命最優先であらゆる可能性を追求し、解放のために全力を挙げてほしい」と語った。
　自らの主張を正しいと声高に強調する共産党で、トップが事実上の謝罪に近い釈明をしたのは極めて珍しい。それだけネットの影響の大きさを無視できなくなったということかもしれない。
　もっとも池内は自らのツイッターを謝罪した当日の２６日夜、今度はネット動画の番組で「自民党に１票を投じることは日本版ネオナチに投票することと同じだ」と述べた。「歴史偽造のウルトラ右翼とその台頭を許さない。ウルトラ右翼政権を１日でも早く終わらせるために戦う」とも語っており、本当に反省しているかどうかは疑わしい。
　１４年１２月の衆院選で初当選した池内は中央大学在学中に共産党系の青年組織、民主青年同盟（民青）に入り、共産党にも入党。卒業後は民青東京都委員会に勤務していたという筋金入りだ。自身のホームページによると、小中学校時代は《いじめられた友人をかばって、大げんか。正義感の強い子でした》、ポリシーとして「差別は許さない」「ヘイトスピーチは許さない」などと書いているが、衆院選直前の同年１１月に開かれた「赤旗まつり」では、安倍の顔にヒトラーを模したとみられるヒゲを付けた写真を貼ったドラムを嬉々として叩いていた。
　これが「正義感が強く、ヘイトスピーチは許さない」人間がすることだろうか。共産党の品性が疑われる行為である。
　ツイッターをめぐっては、共産党のターゲットでもある「女性」を失望させるような脇の甘さも見せた。１６年２月に起きた「保育園落ちたの私だ」の匿名ブログをめぐり、民主や共産党が安倍政権攻撃の切り札として矛先を向け始めた矢先だった。
　共産党参議院議員の吉良佳子が、自身のツイッター（２月１７日付）に《わが家にも認可保育園に入れないとの通知が区から届きました。やはり、保育園が足りない中の“保活”は厳しいです》と書き込んだ上、さらに国会前でも「保育園落ちたの私だ」のプラカードを持って嬉々としてデモに参加したのだ。
　吉良も池内と同じ１９８２年生まれ。１３年の参院選東京選挙区で同党として１２年ぶりに議席を獲得し、その風貌などから「共産党のアイドル」とも言われている。
　１５年に男児が生まれたばかりの吉良にしてみれば、「子育てママ」としての顔も見せてアピールしたかったのかもしれないが、多くの女性は逆に反発。国会議員である吉良の年収は２１００万円以上あり、目黒区議の夫の収入も含めた世帯年収は２７００万円以上となる。保育園入所の優先順位には、各家庭の年収も大きくかかわっており、吉良のような高額所得者が後回しになるのは当然なのである。ネット上には、次のような書き込みが相次ぎ、「弱者の味方」を訴える共産党にとって、吉良の行動は逆効果となった。
　「あきらかに庶民を馬鹿にしている」「貧乏人の味方のふりをされるのが一番むかつく」
　「金持ちなんだから家政婦を雇えばいいのに」
■「たら」「れば」を事実のように語る
　池内が書きなぐった「ツイッターの行きすぎ」では非を認めたが、自らの誤りをめったに認めないのが共産党の体質でもある。
　共産党は２０１６年２月３日、国立大学の年間授業料が安倍政権で１５年後に約４０万円値上げされるとのチラシの一部を突然、修正した。「安倍政権が学費値上げ」の表記のうち、「安倍政権が」の部分を「安倍政権のもとで狙われる」に修正し、「試算」の文字を追加していたのである。
　これには伏線があった。同日午前の衆院予算委員会で公明党政調会長・石田祝稔がこのチラシを取り上げ、「『たら』『れば』の世界のことを事実のように書いて若い人に配っている。けしからん」と批判。安倍も「値上げは決まっていない。全くのデマゴーグだ。選挙を前に極めて有権者を惑わせる」と答え、訂正を求めていた。
これに対して共産党は昼の予算委理事会で首相の発言に抗議したにもかかわらず、同日中にひそかにチラシを修正していたのだ。マスコミへの公表もなかった。
　財務省は１５年１０月、国立大への運営費交付金を３１年度まで１％ずつ削減した場合、全額授業料で賄うと現在よりも約４０万円高い９３万円程度になるとの試算を示していた。早速目をつけた共産党はその直後から「学費値上げ」を断定的に強調したチラシを作成、党のホームページにも掲載していたが、あくまで「試算」の話であるため、値上げにはつながらなかった。にもかかわらず共産党は５カ月間にわたって「デマ」を流し続けていたわけだ。
　共産党国対委員長の穀田恵二はこの日午後の記者会見で、「（値上げ反対の）運動があったからこそ今年度の学費値上げはなくなった。非常に効果があったと自負している」と主張。その上で「（政府が来年度以降に）上げないとは言っていないというのが今の焦点だ」と述べ、引き続き値上げ阻止に向けて活動する考えを示した。
　安倍は２月８日の政府与党連絡会議でも、このチラシについて「現場の学生たちは困惑している。こういったデマに学生が惑わされることのないように、しっかり情報発信をしていきたい」と強調した。
　すると、今度は共産党書記局長（当時）の山下芳生が同日の記者会見で「チラシは適切にバージョンアップした」と述べ、「修正」との指摘を否定。「値上げの危険性が財務省の試算に見られたので警鐘を発し、反対の戦いの中で来年度の値上げは見送られた。戦いを起こすことの重要性が示された」と、あくまで正当性を訴え、自らの非は認めなかった。
　財務省は１５年１０月、国立大への運営費交付金を３１年度まで１％ずつ削減した場合、全額授業料で賄うと現在よりも約４０万円高い９３万円程度になるとの試算を示していた。早速目をつけた共産党はその直後から「学費値上げ」を断定的に強調したチラシを作成、党のホームページにも掲載していたが、あくまで「試算」の話であるため、値上げにはつながらなかった。にもかかわらず共産党は５カ月間にわたって「デマ」を流し続けていたわけだ。
　共産党国対委員長の穀田恵二はこの日午後の記者会見で、「（値上げ反対の）運動があったからこそ今年度の学費値上げはなくなった。非常に効果があったと自負している」と主張。その上で「（政府が来年度以降に）上げないとは言っていないというのが今の焦点だ」と述べ、引き続き値上げ阻止に向けて活動する考えを示した。
　安倍は２月８日の政府与党連絡会議でも、このチラシについて「現場の学生たちは困惑している。こういったデマに学生が惑わされることのないように、しっかり情報発信をしていきたい」と強調した。
　すると、今度は共産党書記局長（当時）の山下芳生が同日の記者会見で「チラシは適切にバージョンアップした」と述べ、「修正」との指摘を否定。「値上げの危険性が財務省の試算に見られたので警鐘を発し、反対の戦いの中で来年度の値上げは見送られた。戦いを起こすことの重要性が示された」と、あくまで正当性を訴え、自らの非は認めなかった。
　「日米安保が改定されれば、アメリカの戦争に巻き込まれる」「秘密保護法が成立したら、自由にものが言えなくなる」「戦争法案（安全保障関連法案）が通れば、徴兵制になる」……。
　彼らの「たら」「れば」が当たったためしはないが、逆に言えば、「たら」「れば」さえ入れておけば、どんな誇大妄想も、どんな大袈裟な批判も理屈抜きに可能になる。そんなデマゴーグに等しい言葉の数々が、今日も「若い人」や「女性」たちにネットや街頭から「カクサン」されているのである。
産経新聞2016.7.18 12:55更新 
秋の臨時国会９０日間　政府調整　補正・ＴＰＰ対応へ長期


　政府・与党が秋の臨時国会を９月中旬に召集し、会期を１２月中旬までの９０日間程度とする方向で調整に入ったことが１７日、分かった。複数の政府・与党幹部が明らかにした。平成２８年度第２次補正予算案や環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）承認案などを確実に成立させるため、十分な審議日程を確保する必要があると判断した。
　安倍晋三首相は１１日の記者会見で、与党が参院選に勝利したことを受け、「あらゆる政策を総動員しアベノミクスを一層加速してデフレからの脱出速度を最大限引き上げなければならない」と述べ、大型の経済対策を急ぐ考えを強調した。
　政府は９月１２日前後に臨時国会を召集し、ただちに衆院に２次補正予算案を提出する。首相はその後、米ニューヨークで開かれる国連総会に出席する予定だが、自民党幹部は「なるべく９月末まで、遅くても１０月初旬に２次補正を成立させたい」としている。
　通常、秋の臨時国会は５０日間程度の場合が多く、９０日を超えれば平成２０年（９３日）以来８年ぶりとなる。政府・与党が長期国会で臨むのは２次補正の成立後に扱うＴＰＰ承認案と関連法案を１１月の米大統領選前に成立させる方針だからだ。
　ＴＰＰをめぐっては、米大統領選で共和党の本選候補が確定した不動産王、ドナルド・トランプ氏が「脱退」を主張し、民主党候補指名が確定したヒラリー・クリントン氏は「反対」を表明している。政府は新大統領が決まる前に承認手続きを済ませることで、米側に「ＴＰＰは不可逆的」とアピールしたい考えだ。
　ＴＰＰ承認案などは、衆院ＴＰＰ特別委員会で継続審議となっている。自民党国対幹部は「秋の国会は衆参両院で４０時間ずつ、計４週間程度の審議時間が必要になる」としている。これに対し、民進党は「農産品重要５分野が守られていない」として審議に抵抗する構えを崩していない。
　臨時国会では、消費税再増税を平成３１年１０月まで延期するための法改正も必要だ。自民党幹部は「今秋の法案は与野党対決型ばかりで、綱渡りの国会運営となりそうだ」と語っている。
党首交代、解散も＝参院選で「戦後処理」－４野党
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　先の参院選に存亡を懸けて臨みながら不振に終わった小規模４野党が、「戦後処理」に追われている。社民党は吉田忠智党首が落選し、新たな党首を選出して再建を図る。生活の党は「国会議員５人以上」の政党要件にめどを付けたが、独力では埋没しかねないと判断、社民党との統一会派結成に踏み切る。
　再選がかなわなかった社民党の吉田氏は辞任を表明。同党は週明け以降、各地方組織で再建に向けた協議を重ね、９月上旬の全国代表者会議で後継党首を選出する。「得票率２％」の政党要件は満たしたものの、国会議員は衆参４人にまで減らした。党内からは「この数では」とため息が漏れ、党勢回復への手掛かりはつかめそうにない。
　生活は、選挙区に無所属で出馬して当選した系列の２人を所属議員として認めてもらうため、共闘を組んだ各党との調整を急ぐ。比例代表で元職が「想定外」（関係者）の滑り込み当選を果たし、改選前から１増の衆参６人になる見通しで、社民党との統一会派で活路を見いだす。
　日本のこころを大切にする党は、参院選で議席を得られず、非改選の参院議員３人だけとなった。直近の衆院選得票率で政党要件は満たしているが、中山恭子代表は辞表を提出。「他に党の顔はいない」との理由で慰留されている。
　新党改革は荒井広幸代表が落選して国会唯一の議席を失った。荒井氏は「責任を取る」と政界引退を表明。既に党の解散手続きを始めている。　（時事通信2016/07/16-14:58）
＜参院選東北＞野党共闘　相乗効果あり
河北新報2016年07月17日日曜日
[image: image16.jpg]—| o
s,

— 555
223551

BEOM B~ MBS

J — — L)

S—12

T T

— 1571
1200063





　自民党候補が１勝５敗の惨敗を喫した参院選の東北６選挙区（改選数各１）で、勝利した野党統一候補は民進、共産、社民、生活４党の支持層以外にも広く浸透したことが、各候補と比例代表の得票分析で明らかになった。共闘が相乗効果を発揮して無党派層や保守層の取り込みに成功。東北の野党圧勝を演出した。
　６選挙区別にみた野党４党の比例得票の合計と、各候補者の得票はグラフの通り。６選挙区の統一候補の得票はいずれも４党の比例票合計を上回る。秋田選挙区以外の当選５候補は、約５万４０００～約１４万２０００票も積み増した。
　青森は、民進新人が自民現職との激闘を勝ち抜いた。民進青森県連の田名部定男代表は「共産との協力はリスクもあったが、それ以上のものを得られた。自民にインパクトを与えられた」と述べ、共闘が有権者に受け入れられたとみる。
　無所属元議員が自民新人を圧倒した山形。連合山形の岡田新一会長は「各政党が色を出さないことで、安倍政治に疑問を抱く自民支持者の票まで食い込むことができた」と分析した。
　岩手は無所属新人が自民新人を突き放した。連合岩手の豊巻浩也会長は「各党支持層の積み上げ以上に効果があった。各党と候補者が最大公約の政策協定を結んだことで、訴えの方向性がはっきりした」と語る。
　宮城の民進現職は選挙戦終盤、「野党統一候補」のアピールを抑え、個人名の売り込みに全力を挙げた。中堅の仙台市議は「世論調査で『自民支持層の１割を切り崩す』との分析があった。保守票を増やすため軌道修正した」と明かす。
　秋田の民進元議員は保守層へのアプローチが不足し、自民候補に屈した。民進の沼谷純選対本部長は「安全保障関連法の廃止や立憲主義の回復より、社会保障や景気の問題が有権者にとっては重要だった」と戦術のミスを認めた。
　自民は共闘効果を警戒する。山形県連の金沢忠一幹事長は「共産が相手陣営に入ったことで、数的に自公が負けているハンディがあった」と指摘。福島の現職陣営の関係者も「共産の力がボディーブローのように効いた」とうなだれた。
　共闘の分断を狙い自民陣営が展開した反共キャンペーンについて、ベテランの仙台市議は「有権者は宮城の未来を聞きたかったはずだ。応援弁士がエッセンス程度に触れればいいのに、反共一辺倒では逆効果だった」とぼやいた。
　東北で唯一、野党共闘を下した自民秋田県連は「組織力の勝利」と自信を深める。鶴田有司選対局長は「有権者にある共産アレルギーも民進が伸び悩んだ要因だろう」との見方を示した。
参院選、野党共闘が機能　民進党県連、衆院県１区の候補者擁立急ぐ
山形新聞2016年07月17日　10:56 
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先の参院選に関し、県選挙区と比例での戦いについて協議した民進党県連常任幹事会＝山形市・大手門パルズ 
　民進党県連（近藤洋介会長）は16日、山形市の大手門パルズで常任幹事会を開き、県選挙区で推薦候補が勝利した先の参院選の総括に向け、協議を行った。国政レベルで初となる県内4野党による共闘態勢が機能したと捉え、次期衆院選を見据え、県1区の候補予定者を早期に擁立する方針も確認した。
　参院選県選挙区で民進は無所属元職の舟山康江氏（50）を推薦し、約12万票差で勝利した。冒頭、舟山氏があいさつし、支援に感謝しながら「山形、東北地域のために努力していきたい」と述べた。参院会派「民進党・新緑風会」に所属して活動する意欲もあらためて示した。
　参院選に関し正式な総括は今月末までにまとめる。現時点では民進を軸に共産、社民、新社会の4野党による連携が功を奏したとの意見が多く、近藤会長は「候補者の資質、主張が良かったことに加え、それぞれがやるべきことをこなした結果、多くの支持を得た」と語った。
　一方で比例については、衆院選小選挙区単位でみると、民進の県1区の得票総数は約3万9千票で3年前の参院選（旧民主時）を9千票ほど下回った。衆院県1区の候補予定者不在の影響があると分析し、近藤会長は「空白区であることを考えると、擁立を急がなくてはならない」と話した。無効票の中に「民主党」と書かれた票も多かったとし、次期選挙の課題に挙げた。
庶民感覚、子育て、介護アピール＝告示後初の週末、支持訴え【都知事選】


東京都知事選の告示後初の週末を迎え、立候補者の街頭演説に耳を傾ける有権者＝１６日午後、東京都内
　東京都知事選（３１日投開票）は１６日、告示後初の週末を迎えた。候補者は買い物客らでにぎわう繁華街に繰り出し、庶民感覚や、子育て支援、介護の充実といった公約をアピールした。　
　ジャーナリストの鳥越俊太郎氏（７６）＝民進、共産、社民、生活推薦＝はＪＲ北千住駅前などで演説。政治とカネの問題で辞職した舛添要一前知事を引き合いに、「都民が働いて稼いだお金の中から納めた税金を、痛みを感じながら使うことが必要」と声を張り上げた。
　野党幹部も駆け付け、「表に出ていない利権を洗いざらい出してもらいたい」（長妻昭民進党代表代行）、「共闘を大きな流れにしよう」（小池晃共産党書記局長）とエールを送った。
　今回は選挙権年齢が１８歳以上に引き下げられてから初めての都知事選。元総務相の増田寛也氏（６４）＝自民、公明、こころ推薦＝は、若者らが集まる原宿の竹下通りや渋谷駅周辺を練り歩いた。
　この日は白のポロシャツにチノパンというラフなスタイル。「若い人たちの意見がきちんと反映される都政をつくりたい。皆さんが安心して出産し、子育てできる体制づくりが急務だ」と、少子化対策などに取り組む姿勢を強調した。
　環境相を務めた自民党前衆院議員の小池百合子氏（６４）は、エコをイメージした緑の鉢巻きを締めて遊説した。銀座の歩行者天国では人だかりができ、写真撮影や握手の求めににこやかに応じた。
　街頭演説で「仕事か育児かという選択でなく、仕事を続けながら子育てができる東京をつくりたい」と主張。母親を自宅でみとった経験を基に、「住み慣れたわが家で最後の時を過ごせるよう地域包括ケアシステムを充実させる」と訴えた。（時事通信2016/07/16-18:48）
都知事選、初の週末で論戦　候補者、各地を走る

共同通信2016/7/16 12:19
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東京スカイツリーの前で行われた東京都知事選の街頭演説に集まった人たち＝16日午前、東京都墨田区　東京都知事選（31日投開票）は16日、告示後初の週末を迎えた。各候補者は買い物客らが集まる駅前や商業施設を中心に遊説、都内各地で支持を訴え論戦を繰り広げた。

　元総務相の増田寛也氏（64）＝自民、公明、日本のこころ推薦＝はJR新宿駅に直結する国内最大級のバスターミナル「バスタ新宿」で、観光案内所のスタッフや利用者から話を聞いた。新宿駅前では「将来の生活を豊かにするため渾身の努力をする」と演説。JR原宿駅前の竹下通りを歩き、若者や家族連れに囲まれ写真撮影に応じた。

　元防衛相の小池百合子氏（64）は墨田区の東京スカイツリー近くで、イメージカラーとしている緑色のポロシャツやタオルを身に着けた支援者らに囲まれ演説。「全ての人が生き生きと暮らせる社会にする」と述べ、待機児童解消の取り組みや残業を減らすための制度改革を進めると主張した。

　ジャーナリストの鳥越俊太郎氏（76）＝民進、共産、社民、生活推薦＝の事務所では午前から、ボランティアの受け入れを本格的に始め、電話で支援を呼び掛ける準備などに追われた。事務所関係者は「これまでバタバタしてきたが、ようやく本格始動」と話した。

　都知事選には過去最多となる21人が立候補している。

新たな都政どう描く　都知事選主要３候補　キャッチフレーズで探る

東京新聞2016年7月16日 朝刊

 　首都の顔を選ぶ東京都知事選（３１日投開票）で、候補者たちはどんな都政を目指すのか。それを知るヒントは、各陣営が掲げるキャッチフレーズにある。「あなたに取り戻す」「あたたかさあふれる」「都民が決める」－。主要３候補が１０文字余のフレーズに込めた新たな都政像を探った。　（都政取材班）

　ジャーナリストの鳥越俊太郎さん（７６）＝民進、共産、社民、生活推薦＝が打ち出すのは「あなたに都政を取り戻す。」。街頭演説では、支援者が「みんなに都政を取り戻す。」と書かれたプラカードを掲げて呼応する仕掛けだ。

　舛添要一前都知事の高額な海外出張費など、一連の公私混同問題を引き合いに、「税金は都民の一人一人の汗と努力の結晶なのに、いいかげんな使われ方をしてきた」と指摘。納税者である都民の声に耳を傾ける都政への転換を訴える。

　岩手県知事と総務相を務めた増田寛也（ひろや）さん（６４）＝自民、公明、こころ推薦＝は「あたたかさと夢あふれる東京に。」を掲げる。堅実なイメージを打ち出し、四年間で三人の知事が辞職した都政の混迷に終止符を打つ決意を示している。

　子育てや介護、災害に対する不安の解消には、互いに支え合うぬくもりが鍵になるとみている。東京五輪・パラリンピックなどをきっかけに、誰もが夢に挑戦できる環境をつくりたいとの思いも表現したという。

　前衆院議員で元防衛相の小池百合子さん（６４）は「都民が決める。都民と進める。」をキャッチフレーズに、都民目線による都政改革を打ち出している。これまでの都政運営について「たった一握りの人がいつ、どこで、何を決めているか分からない」と主張する。

　知事給与の削減のほか、情報公開で都政を透明化し、五輪関連予算も適正かどうかチェックする考えで、「都民の手で、都民による、都民のための都政を取り戻す」と訴える。

◆きょうの主な演説日程

　▼鳥越俊太郎さん　午後４時　ＪＲ北千住駅西口デッキ上▽同６時　ＪＲ錦糸町駅北口

　▼増田寛也さん　午前１１時１０分　原宿駅竹下口交差点▽正午　渋谷東急ハンズ前▽午後６時４０分　神宮前交差点（明治通り）

　▼小池百合子さん　午前１１時　東京スカイツリー前▽午後１時　有楽町イトシア前▽同２時３０分　銀座４丁目交差点▽同４時　上野御徒町駅▽同４時３０分　アメ横▽同６時　東急ハンズ池袋店前

　※届け出順。陣営発表（１５日午後１１時３０分現在）。変更の可能性があります。

災害に強い東京、構築策は　都知事選の主要３候補訴え
朝日新聞デジタル2016年7月16日23時03分

候補者の演説に耳を傾ける人たち＝１６日午後４時３０分、東京都内


　熊本地震の本震から３カ月となった１６日、東京都知事選で主な候補者が災害対策の訴えに力を込めた。首都直下地震で大きな被害が想定される地域の人たちは、一日も早い備えにつながる政策論争を期待している。
　「今日は、大変悲惨な熊本の地震が発生して３カ月」。１６日、東京都渋谷区で増田寛也氏が訴えた。「東京以外で発生したら救援に向かい、東京にも救援に来てもらう。相互連携が非常に大事だ」。首都直下地震では首都圏で約６１万戸の家屋が焼失・倒壊するという試算を挙げ、木造住宅密集地域の不燃化や耐震化のスピードアップを公約に盛り込む。
　小池百合子氏も墨田区で「私は阪神大震災を経験した。地震で電信柱が倒れると、救急車や消防車が通れなくなる。東日本（大震災）でも熊本（地震）でも見た。無電柱化を進めていこう」と呼びかけた。町会と消防団の機能強化、熊本地震でも注目された乳児用の液体ミルク普及も掲げている。
　鳥越俊太郎氏はこの日、足立区などで演説した。防災には触れなかったが、公約では「耐震化・不燃化の促進、帰宅困難者対策で災害に強い東京をつくる」と主張。耐震化助成を広げて、住宅の耐震化率を１００％にすると訴える。
　品川区の東急大井町線戸越公園駅。駅から徒歩数分の豊町４丁目は、幅２メートルほどの道路に木造住宅が密集する。町会長の唐沢英行さん（７５）は「火事が起きたら消防車も入ってこられない」と話す。町会では、防災広場の倉庫にミニポンプを３台常備し、火災の際は防火貯水槽から放水する。消防団とは別に約２０人がポンプを使った訓練もしている。
　ただ、唐沢さんは「住民としてできることには限界がある」と言う。木造住宅には空き家も多く、迅速な整備には行政の力が欠かせない。都知事選を報じるテレビを見る限り、具体的な政策はあまり聞こえてこない。「耐震診断や不燃化は、もっとスピードアップして取り組んでほしい」と注文をつけた。
　政府による首都直下地震の被害想定で、東京都の死者は最大で１万３千人に上る。特に危険を抱えるのが、古い木造住宅が狭い道沿いに密集している地域だ。想定では、こうした地域を中心に都内約１２００カ所で同時出火し、火災による死者だけで８４００人に及ぶとされる。
　都は、燃えにくい街づくりに向けて、５３地区約３１００ヘクタールを「不燃化特区」に指定。古い住宅の解体費用を全額補助するほか、燃えにくい建物に建て替えた場合の固定資産税を５年間免除してきた。
　ただ、高齢の住民が改築を嫌がったり、権利関係が複雑だったりすると住民同意を得るのは困難だ。中林一樹・明治大学特任教授（都市防災論）は「相続者も巻き込んで世代を超えた建て替えを検討してもらう工夫が必要。そのためには、地域の活性化とセットで考える必要がある。新しい都知事には、五輪後を見据え、災害に強く魅力ある街づくりのあり方を構築してほしい」と語る。
自公、政党色控えめ…民・共「看板議員」で共闘

読売新聞2016年07月17日 23時55分

公明両党が推薦候補への幹部クラスの投入を控える一方、民進、共産両党は「看板議員」を送り込み、野党共闘を前面に打ち出した。

　民進党の蓮舫代表代行（参院東京選挙区）はこの日、共産、社民、生活の３党とともに推薦するジャーナリストの鳥越俊太郎氏の元に駆けつけた。街頭演説では、「鳥越さんを勝たせることが、今の政権に目を覚まさせることだ」などと政権批判に多くの時間を割いた。共産党の吉良佳子参院議員（同）も「都民の暮らし、命を守るためには憲法を守るとはっきり言える都知事が必要だ」などと改憲阻止を訴えた。

　野党が国政を絡めた主張を展開するのは、参院選での敗北を払拭する狙いからだ。鳥越氏自身も、「参院選で改憲勢力に（改正発議に必要な）３分の２を取られてしまった。憲法を大事にする候補者が都知事にならないでどうするんだ」などと語った。



　３１日投開票の東京都知事選で、与野党は「選挙サンデー」を迎えた１７日、対照的な動きをみせた。自民、

　一方、元総務相の増田寛也氏は１７日午後、ＪＲ立川駅前で街頭演説に臨んだが、推薦する自民、公明両党幹部の姿はなかった。告示日の第一声では、自民党の谷垣、公明党の井上両幹事長ら多くの国会議員がマイクを握ったが、「無党派層を取り込むためには、政党色を強く出さない方が得策かもしれない」（自民党都連幹部）との判断から、加減を見定めているようだ。

　２０１４年の前回選では舛添要一前知事の応援に立った安倍首相も、今回は見送る方向だ。それでも増田氏は、「保育所問題一つとっても、市や国と丁寧に解決していかなければならない」と述べ、政府とのパイプの太さを強調した。

　元防衛相の小池百合子氏には、自民党の若狭勝衆院議員（比例東京）が支援に回る。党都連は、小池氏を支援した所属議員を処分対象とする通知を出しているが、若狭氏は都政刷新には「女性知事」が必要だと主張している。小池氏は演説で「組織がなくても勝てる例を皆さんとともに作る」と声を張り上げた。

 
産経新聞2016.7.18 14:01更新 
【政界徒然草】都知事選で小池百合子流のけんか殺法はどこまで通用するのか？　鳥越俊太郎氏の出馬でやや計算に狂いが…
　「崖から飛び降りる覚悟」と述べて東京都知事選（７月３１日投開票）に無所属で立候補した元防衛相の小池百合子氏（６４）。元総務相の増田寛也氏（６４）＝自民、公明、日こ推薦＝やジャーナリストの鳥越俊太郎氏（７６）＝民進、共産、社民、生活推薦＝らによる包囲網を向こうに回し、発信力を武器に正面突破を図る。強大な敵役を作り挑む構図は、小泉純一郎元首相直伝の“けんか殺法”といえる。小池氏は「最も厳しい戦い」を勝ち抜けるのか。
　「私を応援すると一族郎党罰するということだ。それを乗り越えて駆けつけてくれた、その覚悟と信念に感謝する」
　知事選が告示された１４日、小池氏は地元の東京・ＪＲ池袋駅前で行った第一声で、応援に駆けつけた自民党の若狭勝衆院議員（比例東京）らへの謝意を口にした。
　自民党都連は推薦した増田氏以外の候補者を応援した場合、親族も含めて「除名などの処分対象となる」との文書を所属国会議員や地方議員に配布している。この日の小池氏の演説には若狭氏や一部区議を除き、都連所属の議員の姿はみられなかった。
　小池氏の発言は、露骨な締め付けに対する反発だ。若狭氏は記者団に「例えば小泉純一郎元首相が小池氏の応援に訪れたら、小泉進次郎氏が処分対象になる」と皮肉った。都連幹部も「小池氏は都連の意思決定過程や体質に対する批判票を集めようとしている。こんな文書を出したら、小池氏がジャンヌ・ダルクと重なって同情票を集めてしまう」と危機感を隠さない。
　さらに、小池氏は外国人地方参政権をめぐって増田氏への批判を強めている。１４日の第一声では「反対だ。地方だからいいと思っているのは大間違いだ。何らかの意図を持った人が押し寄せてきたらどうなるのか。地方自治だからと外国人参政権をむやみに与えるのは反対だ」と明言した。
　これは、岩手県知事時代に外国人地方参政権付与に前向きな発言をした増田氏と、付与に慎重な自民党とのズレを突いた発言だ。都連内にも増田氏擁立前から「そこは修正させなきゃいかん」との声が強かった。
　増田氏は１４日のＢＳフジ番組で「地域のコミュニティーでの意向を重視していくべきだ。岩手県知事時代、私は県民の意見を聞いて『賛成だ』と言った。都民の意見を聞くと、反対の方が大変多い。そういう意見に従うべきだ」などと釈明に追われた。
　対鳥越氏では、小池氏は「究極の後出しジャンケン」と批判し、政策面での出遅れを指摘している。
　この手法は、党内の反対派を「抵抗勢力」と位置づけ突破力を印象づけることで国民の支持を得た小泉氏の手法に重なる。
　小池氏はまた、１４日の第一声で「私は幼いころ、バイオリンを習っていた。下手くそだった。私のバイオリンを、皆さまの力を得てオーケストラにしていきたい」と語り、支持を訴えた。実はこれ、細川護煕元首相が平成４年５月、小池氏も参画した日本新党結党会見で語った「私がソロを弾き始めた。次第にそれが大きなオーケストラになる」という言葉を意識したものだった。
　細川氏ら野党は、５年７月の衆院選で自民党を過半数割れに追い込み、８党・会派による非自民連立政権を誕生させた。細川氏は同年８月、７９代首相となる。小池氏は政治活動の集大成として、２人の元首相から得たものを知事選にぶつけているようにも映る。
　情勢はどうか。ある自民党都連幹部は当選ラインを前回都知事選で舛添要一前知事が獲得した約２１０万票とみて、参院選（１０日投開票）の東京選挙区での結果に注目する。
　東京選挙区で自民、公明両党が獲得した比例票は計約２８４万票。鳥越氏を推す民進、共産、社民、生活４党の比例票は計２４８万票だった。この都連幹部は東京選挙区で当選した２人の自民党候補のうち組織を総動員した候補と公明党候補を足した計約１６５万票を増田氏の“基礎票”とみる。そのうえで、こう語った。
　「現状では保守分裂により鳥越氏がリードしている。浮動票を食われている小池氏は誤算だろう。ただ、鳥越氏は政策面で弱く、失速することもあり得る。浮動票が小池氏に流れていくだろう。ただ、今後の調査で増田氏が小池氏をリードすれば、勝ち馬に乗ろうと増田氏に票が流れるのではないか。増田氏が勝てる戦いだ」
　小池氏は「私はアイスブレーカー（砕氷船）だ」と周囲に述べ、不利とみられる情勢でも真正面からぶつかっていく姿勢を強調している。キャスターから参院議員、そして衆院議員に転身し、１７年の郵政選挙では、選挙区を変えて造反組への「刺客」として戦い、当初の下馬評を覆して大勝した。
　防衛相時代の小池氏は、当時「防衛省の天皇」との異名を取った大物事務次官の更迭を打ち出し、省内で激しい対立劇を繰り広げた。小池氏は内閣改造で防衛相を外れる痛み分けとなったが、大物次官はのちに東京地検特捜部に収賄容疑で逮捕された。
　敗北の苦い過去もある。２０年の自民党総裁選に出馬したものの麻生太郎副総理兼財務相に敗れた。野党時代の２４年の総裁選では、立候補した石破茂地方創成担当相を支持したが、石破氏が安倍晋三首相に敗れ、小池氏が要職から遠ざかるきっかけとなった。
　無所属で突入した戦いは、都民の支持を得るのか、墓穴を掘った形で終わるのか――。
（政治部　沢田大典）
　◇　
【その他の立候補者】
　高橋　尚吾３２　無新
　谷山雄二朗４３　無新
　桜井　　誠４４　無新
　マック赤坂６７　無新
　山口　敏夫７５　諸新
　山中　雅明５２　諸新
　後藤　輝樹３３　無新
　岸本　雅吉６３　無新
　上杉　　隆４８　無新
　七海ひろこ３２　幸新
　中川　暢三６０　無新
　関口　安弘６４　無新
　立花　孝志４８　諸新
　宮崎　正弘６１　無新
　今尾　貞夫７６　無新
　望月　義彦５１　無新
　武井　直子５１　無新
　内藤　久遠５９　無新
都知事選、小池氏と鳥越氏が競る　増田氏追走、序盤情勢調査
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東京都知事選の候補者の街頭演説に集まった人たち＝17日、東京都内　14日告示された東京都知事選（31日投開票）で、共同通信社は16、17両日、電話による世論調査を実施し、取材結果も踏まえて序盤情勢を分析した。元防衛相の小池百合子氏（64）とジャーナリストの鳥越俊太郎氏（76）＝民進、共産、社民、生活推薦＝が競り合い、元総務相の増田寛也氏（64）＝自民、公明、日本のこころ推薦＝が追う展開になっている。

　ただ約4割は投票先を決めておらず、今後の情勢は変化する可能性がある。

投票日に１８歳　都知事選への思いは

東京新聞2016年7月17日 朝刊

	 父親（左）と都知事選に関する記事を読みながら話をする高校３年の女子生徒。投票日の７月３１日に１８歳の誕生日を迎える＝都内で
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　「１８歳選挙権」が話題になった参院選から息つく間もなく、都内は知事選に突入した。投開票日の３１日に１８歳の誕生日を迎える世田谷区の高校３年の女子生徒（１７）にとって、初めての選挙だ。「投票に行きます」。高校生有権者の率直な思いを聞いた。　（石原真樹）

　参院選投開票日の十日は、一学期の期末テスト期間中だった。「テレビの選挙特番？　見る時間なんてなかった」と振り返る。

　受験生に休む暇はない。塾が週に三、四日あり、日曜日も自宅や塾の自習室で勉強。学校が行事に熱心で、夏休みは秋に開かれる文化祭の準備に追われそうだ。「高校生って忙しいんですよ」

　これまでデモなどに参加した経験はなく、政治に関心はあまりない。でも「投票には行きたい」と断言する。「十代有権者は全有権者の２％だって学校で習った。数としては少ないけど、若い人が行く意味があるかも。誕生日だし、せっかくの権利を使いたい」と前向きに捉えている。

　会社役員の父親（５２）は「大人だって『誰が政治をやっても同じ』と思ってしまう今の状況で、高校生に選べというのは難しい」との見方を示しながら「分からないから投票に行かないのでなく、まずは投票を経験してほしい」と、一人娘の初めての選挙を見守る。

　この女子生徒にとって、都政の中では保育所の待機児童問題に関心がある。自分の将来にも影響がありそうだからだ。

　「保育所がなくて困っている母親とか、弱い人の気持ちを分かる人に知事になってほしいな」

佐賀大生アンケート　参院選「投票した」５割超
佐賀新聞2016年07月17日 10時31分 
	


	参院選で投票しましたか


	


	投票しなかった理由は


■改憲問題関心高まる
　１０日投開票された参院選を受け、佐賀新聞社は佐賀大学経済学部の１年生を対象にアンケートを実施した。投票した学生の割合は５割を超え、「１８歳選挙権」の導入で１０代が政治に対する関心を高めたことがうかがえる。公示前に聞いた結果と比べると、争点として憲法改正を重視した学生が急増し、家族や友人の意見を参考に投票先を決めた学生が目立った。
　アンケートは１１、１２の両日実施し、２０９人の学生が記述で回答した。公示前の６月中旬に行ったアンケート結果とも比較した。
　投票した学生は全体の５４・８％で、県選挙管理委員会が抽出して調べた１８、１９歳の投票率４０・５９％より高かった。県全体の投票率が５６・６９％で前回参院選を上回ったことについては、「上昇したがまだ低い」が４８・３％で最多。一方で投票しなかった理由は、住民票が遠方にあり、不在者投票などの手続きが面倒な点を挙げた学生が最も多く半数に上った。
　比例代表の投票先は自民党４３・０％、民進党２６・０％、公明党８・０％、共産党７・０％の順だった。与党が改選議席の過半数を獲得した選挙結果は「良かった」が「良くなかった」をわずかに上回り、「どちらとも言えない」が６割を超えた。安倍内閣を支持する学生は２８・２％で、投票前から４・５ポイント増えた。
　参院選で重視した課題・争点（複数回答）は、「景気・雇用対策」（６４・５％）に次いで「憲法改正」（３４・６％）が多く、憲法改正は投票前から２１・５ポイント伸びた。投票先の決め方（複数回答）は、「テレビや新聞などマスコミの報道を参考にした」（５３・１％）に次いで「家族や友人など身近な人の意見を参考にした」（３３・６％）が多く、信頼できる人の意見を重視する傾向が見られた。
　１８歳選挙権の導入で「若者の意見が政治により反映される（された）と思うか」との質問には、前向きな意見が多かった。参院選で選挙運動を行った学生はわずかで、政治活動にも「参加したくない」と答えた学生が４割を超え、さらに踏み込んだ政治参加にはつながっていない。
初めて投票したティーンズ「２０代の人が行ってない」
朝日新聞デジタル2016年7月17日05時04分

　図の見方　「参院選後の気持ち」を縦軸に、「自信をもって投票したか」を横軸にとり、回答者がこの２問にどう答えたかを５×５のマスに落とし込んだ。ある程度以上、自信をもって投票した人が多いことがわかる。










　参院選を終えた今の気持ちは？　自信をもって投票できましたか？　Ｖｏｉｃｅ１８１９のアンケートに寄せられた声からは、思いのこもった投票の様子が浮かび上がりました。初のティーンズ選挙を振り返り、この企画に参加してくれた１７歳から３０歳までの５人が、政治に触れた体験や、一票から考えたことについて語り合いました。
■語り合った皆さん
原田謙介さん（３０）　ＮＰＯ法人「ＹｏｕｔｈＣｒｅａｔｅ」代表
たかまつななさん（２３）　選挙の出前授業をする「お嬢様芸人」
井場ひとみさん（１９）　大好きな渋谷を舞台にイベントを企画
ましのみさん（１９）　シンガー・ソングライターの大学生
相原彩良（さら）さん（１７）　フォトコンテスト「これも政治！？」提案
■投票行き、明るい気分も
　原田謙介　参院選が終わって、今の気分を教えて下さい。
　井場ひとみ　初めての投票に行って、とても明るい気分です。せっかく選挙権をもらったので、政治に少しでも参加したかった。私は期日前投票だったけど、友達は投票に行ってから遊んでいた。意外と行ってるんだな、って思いました。みんな興味は少しはもったと思う。私もいろいろネットで調べました。マニフェストもがんばって調べたんですよ。
　たかまつなな　え、渋谷のギャルが？　投票するキャラではないような。
　ましのみ　それ、偏見ですよ。実は私も期日前投票だったのですが、おろおろしてたら「こっちだよー」って教えてくれました。若者にやさしかったです。選挙結果をどう受け取っていいのかわからないので、明るいとも暗いとも言えませんが。
　原田　これからの政治がどう動いていくかで、明るい、暗いといった受け止め方が出てくるのかもしれませんね。
　たかまつなな　１８、１９歳のうち２００万人には選挙に行ってもらいたかったのに、そうはならなかった。だから暗い気持ちです。働きかけた人たちからは、「行ったよ」という連絡がめちゃくちゃありましたが。今後は芸人１００人を集めて、出前授業を続けたいです。
　原田　考え始めた人が増えて、いろいろな変化は作れていると思います。ただこの先、盛り上がっていくのか落ちてしまうのか、その点を見ていきたいです。
　相原彩良　投票に行ったみんながうらやましいです。母と一緒に投票所に行ったけど入れてもらえず、小学生たちと一緒のキッズルームに案内されました。
　原田　今回から法律が変わり、１７歳以下の人も投票所の中をついて回っていいことになったのだけど。おかしいなー。
　井場　親に教えてもらえるといいよね。
　たかまつ　家族と一緒に行ったという人は結構いて、ステキだなと思いました。
　原田　逆に「投票に行くと言ったら、親に爆笑された」とツイッターに書いていた人がいました。
　井場　キャラじゃないと思われたのでは？
　たかまつ　それはあなたも……。
　井場　私、こう見えてもまじめですよ。ちゃんと調べたし。親からは偉いねって言われました。
　たかまつ　そうか。大人も変えられるといいですよね。
　原田　投票に行かない大人は、若者が行けばヤバイと思うはずです。
■思いを伝えられて自信に
　原田　自信を持って一票を投じることができましたか？
　たかまつ　ある程度、ですね。本当に自信を持てるかは結果論だと思っています。５年後、１０年後にあの時の私の一票を変えておけばよかったとか、今すぐわからないので。
　井場　時間をかけて選び、自分の思いを伝えられたという意味の自信はあります。自分の一票の大きさが選挙では大事。票を入れたい人に入れることができたら自信だし、自分へのプラスだと思って。
　ましのみ　私は、自信はあまりありません。ネットの記事に影響を受けたので、自分の意見だったかどうかわからない。自分の考えに近い政党をさがすサイトものぞいたけれど、質問に答える段階で迷っちゃった。次回は、もう少し自分で材料を集めてからやるようにします。
　原田　ぼく自身は過去の国政選挙よりかなり悩んで、日曜の朝になって悩み直しました。なので「どちらともいえない」です。
　たかまつ　投票日、若者に少しインタビューをしたのですが、知ってる政党の名前で選んだという人が多かった。今はもうない政党の名前を挙げた人もいました。
　井場　知りきれていない、ということですよね。知る機会がもっとあったらよかったのに。
　原田　悩みすぎて行かない人もいます。といって、「ノリ」だけで行っていいかというと、悩ましい。
　相原　自信を持って投票したという友人がいて、そんな風に自分もできるだろうかと思いました。私の周りで行かなかった人はいませんでしたね。私に怒られるから言わなかっただけかもしれませんが。
　原田　ぼくが大学生のときは、選挙の翌日に「行った、行かない」という話はなかった。
　たかまつ　高校で主権者教育が始まりましたが、大学では何もないところがほとんど。だから、大学１年生が困っていたと思います。
　原田　選挙結果についてどう思いますか？
　井場　投票率が戦後４番目に低かった。なんかもったいない。選挙権年齢がせっかく下がったのに。国民の力を見せられなくて残念だった。
　ましのみ　２０代の人が行ってない。「選挙なんで行くの？　同意できるところないし、何も変わらないじゃん」って言われました。
　たかまつ　若い社会人が行きにくい環境になっている。地元以外に住んでいる人は近くの学校とかには行きにくい。駅までの動線上に（投票所が）あれば、投票率も上がるし、結果も変わると思う。（一同、うなずく）
　相原　高校で投票できたらいいのに。あと、住民票を移していないとダメなんですよね。
　ましのみ　そう、そう。投票の案内が送られてこなければ、選挙に行きようがないのにね。
　相原　参院議員の被選挙権は３０歳ですよね。お父さんでもないけれど、お兄さんでもない。
　井場　不思議なおじさん。
　たかまつ　被選挙権の引き下げはどこの党も主張していますが、やる気については濃淡がありますね。
　原田　今回、３０代の候補者は２割近くいたのですけれどね。
　井場　若いくせにと言われるのが一番くやしい。必死に勉強してやればいいと思う。
　たかまつ　そうですよ。こっちは生まれた時から不況なんだよ！って。
■今度は自分で調べよう
　井場　私、絶対に「政治に興味ない」みたいに思われるんですよ。でも「ギャルが政治語る資格ない」って言われたら投票する気、失せる。ツイッターとかで「これは間違ってる」とか言い合っている場面を見ると、ひいてしまう。
　原田　なにかあると、すぐに批判のコメントがきたりとか、大変そうだなあと思っちゃうよね。
　たかまつ　政治について話すのがリスクってとらえる社会が問題だと思う。
　ましのみ　うん。そうですよね。
　たかまつ　雰囲気で入れたとかいう人は選挙に行かない方がいい、という人もいるけど、私は誰もが行ったほうがいいと思っていて。この先、もしかしたら憲法が変わるかもしれない。あっ、自分が投票したことで変わったのか、自分が投じた票は正しかったのかって、すごい考えると思うんです。それこそ意味がある。そのとき初めて成長すると思うんです。
　原田　視聴者からのコメントで「一票がすごく大事って言いすぎたかなあ」って。僕はちょっと悩みさえすれば行っていいと思っていて。ただなにか少しでも考えてはほしい。
　たかまつ　なんでバカは選挙に行くなってなるかというと、人気投票だったり雰囲気で決めたりしていいのかっていう。でも、勉強量って関係ないんじゃないかな。
　ましのみ　頭悪くても興味がなくても、とりあえず行くっていうのは、微妙なのかなって。
　たかまつ　投票を義務にすべきじゃないかという議論があるんです。行かなかったら罰金という国も。
　井場　罰金とかやばいですよね。
　ましのみ　（投票は）面倒臭いっていう人、多かったですよ。
　原田　全体でも５４％しか行かない時代だけど、義務にするのは簡単な逃げじゃないか。投票に行きやすくするためにやり尽くしているかといったら、全然やってない。
　たかまつ　私たち、受け身なんですよ。学校でなんでも教えてもらったし、自分から主体的に選ぶことに慣れてない。そこで義務になんかされたら、ますます主体的に選ぶことができない人間になってしまう。
　原田　楽しくないよね、義務で行けって言われたら。「行ったぜ感」、ほしいじゃん。私、行ってやったぜ感ってないすか？
　ましのみ　若干、すがすがしいですよね。
　井場　選挙したー、投票したー！
　原田　そういうのがもっとあっていいのかなって。
　たかまつ　本当に２００万人を選挙に行かせたいと思って活動したんですけど、２万人くらいにしか届けられなかった。１人では難しいので、芸人さん１００人集めて出前授業しようって計画しているんです。
　原田　僕は学校現場を飛び越えたいんですよね。中高校生の親たちや、いろんな世代が集まる地域で政治について楽しく話すっていうのをやっていけるかなと。
　井場　それ、行きたい！　花火大会で特設ステージをつくって、演説するっていうのもいい。
　ましのみ　私もしっかりしなきゃ。選挙行く前に調べた時、憲法改正に賛成、反対？と聞かれて、答えるとあなたはこれです、って自分の考えに合う候補者を教えてくれるサイトがあったんですけど、イエス・ノーを決めるだけで迷っちゃった。次はもうちょっと、材料を自分で集めてから行こうかなあ、と思っています。
■Ｖｏｉｃｅ１８１９、今後も
　「１８歳選挙権」をきっかけに、１０代の人たちと一緒に考える場として「Ｖｏｉｃｅ１８１９」を６月上旬、ツイッター上に立ち上げました。「選挙を話そう」という呼びかけが、果たして届くのか、不安だらけのスタートでした。でも、@asahi1819をフォローしてくれた半数以上を１０代が占め、ネットアンケートでも１７歳以下を含む１０代が、回答の半分近くにのぼりました。回答は、とても真剣な思いにあふれていました。
　この間、さまざまな対談をネット配信し、高校生が提案したフォトコンテストをウェブサイト上で開催するなど、紙面にこだわらずに様々な仕掛けに挑戦しました。Ｖｏｉｃｅ１８１９は１０代とのつながりを求め、今後も続きます。ご意見をお待ちしています。（編集委員・須藤龍也）
　　　　　◇
　◆田渕紫織、仲村和代、北郷美由紀、松下秀雄、諸永裕司、吉沢龍彦も担当しました。
　　　　　◇
１９歳が低投票率 政治への参加意識向上で具体的検討へ
NHK7月17日 4時18分
総務省は、先の参議院選挙で新たに有権者となった１８歳と１９歳のうち、とりわけ１９歳の投票率が低かったことから、高校を卒業した大学生や社会人などの政治への参加意識の向上に向けて具体的な検討を進めることにしています。
先の参議院選挙では選挙権が得られる年齢が１８歳に引き下げられ、総務省が発表した速報値では、１８歳の投票率は５１．１７％で、前回の参議院選挙の２０代の有権者の投票率を２０ポイント近くも上回りました。
これについて、総務省は、各自治体などが高校での模擬投票や出前講座など政治への参加意識を高める「主権者教育」に積極的に取り組んだことなどが投票率の向上につながったとしています。
その一方で、１９歳の投票率は３９．６６％で、１８歳の投票率を１１ポイント余り下回りました。
このため、総務省は、今後、高校を卒業した大学生や社会人などの政治への参加意識の向上に向けて、大学や企業、地域といかに連携を図るか、具体的な検討を進めることにしています。
沖縄、振興費削減を警戒＝「自民空白」で国と対立激化か
　先の参院選沖縄選挙区で自民党の島尻安伊子沖縄担当相が落選し、沖縄県内の衆参両院選挙区で自民党議席がゼロとなった。衆院４人、参院２人の全員が米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古移設に反対の立場で、翁長雄志知事と足並みをそろえることになる。移設をめぐる国と県の対立は一層激化するとみられ、県側は、国が沖縄振興予算の削減や税制優遇措置の打ち切りなどで圧力を強めることを警戒している。
　翁長知事が２０１４年１１月に初当選した後、同年１２月の衆院選では沖縄１～４区で野党系が全勝し、今年６月の県議選でも「翁長与党」が過半数を維持。自民党最後のとりでとなった島尻氏も今月の参院選で、辺野古移設阻止を訴えた伊波洋一元宜野湾市長に大差で敗れた。翁長氏は辺野古反対が「民意」だとの思いを強くしている。
　一方、沖縄県は来年度予算編成で今年度並みの３０００億円規模の振興予算を確保したい考え。また、沖縄産の泡盛やビールなどの税率を低く抑える「酒税軽減措置」について、期限を迎える来年５月以降の延長を求めている。
　これに対し、沖縄振興を所管する内閣府幹部の一人は「安倍政権は、翁長知事が沖縄の自民党を滅ぼしたと思っている。要望にすんなり応じるだろうか」と、県側を強くけん制する。政府は表向き、辺野古移設と振興策を「リンクさせない」と説明しているが、県が移設問題で対決姿勢を強めた場合、国が「予算の蛇口を締める」（県関係者）という報復に出る可能性も否定できない。
　安倍晋三首相は、辺野古移設を容認した仲井真弘多前知事時代の１３年に、振興予算は２１年度まで３０００億円台を維持すると表明。これを盾に、県幹部は「予算を大きくは減らせない」と主張する。しかし、移設問題の全面対立を受け政府内からは「削れという話は当然出てくる」との声が漏れており、国と県の神経戦が続きそうだ。（2016/07/17-14:26）
対米兵防犯パトロール員　辺野古、高江を「警備」　市民の抗議抑制　防衛省計画

琉球新報2016年7月16日 05:04 
　【東京】防衛省は、米軍属女性暴行殺人事件を受けた防犯パトロール要員として沖縄に派遣された職員を、７月中旬から米軍普天間飛行場移設に伴う名護市辺野古の新基地建設、米軍北部訓練場の一部返還に伴うヘリパッド建設などの「警備要員」に充てる計画を進めていることが１５日、分かった。複数の関係者が明らかにした。辺野古や高江の基地建設に反対する市民の抗議を「妨害活動」だとして、同省や地方防衛局の職員約６０人を警備要員に充当する。米軍属事件を受けた「防犯」の名目でありながら、市民活動を抑える業務に従事させることになり、派遣の正当性が疑問視されそうだ。
　派遣職員は同省から約１０人と全国７地方防衛局から約５０人。米軍属事件を受け、政府が再発防止策として創設した「沖縄・地域安全パトロール隊」として毎日夜間の巡回に従事するため、「男性職員」に限定されている。７月１３日から第１陣が既に沖縄入りし、２週間のローテーションで１２月末まで予定されている。
　派遣職員はパトロール隊の業務と同時に、米軍基地建設に反対する市民の抗議活動を警備するため、建設現場にも投入される。
　政府はヘリパッド建設を２２日にも再開し、年内に完工する予定で、派遣期間とも重なる。
　ただ現場の状況によって派遣の規模の拡大や縮小、期間が延長される可能性もあるという。
　防衛省関係者は米軍基地建設の現場では市民による抗議活動が続いているため「多くの人員が必要になる。過去にも派遣されているはずだ」などと述べ、反対する市民の「警備」が必要との認識を示した。
　またパトロールに当たる職員が「防衛局名」が記載された作業服を着ているため「現場で目立つ」との声があるという。
（仲村良太）
しんぶん赤旗2016年7月18日(月)

沖縄基地　安倍政権　もはや独裁　民意も司法も無視　高江ヘリパッド２２日にも建設着工

　安倍政権が沖縄県民に再び、牙をむいて襲いかかっています。直近の参院選で示された民意も、当面の基地建設中止を求めた司法判断も無視し、やりたいようにやる―。もはや独裁政権といわざるをえません。
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（写真）米軍北部訓練場内に入る資材を積んだ大型車両＝15日、沖縄県東村


　１１日早朝、政府は突如、東村高江の米軍ヘリパッド（着陸帯）建設に着手しました。住民の抗議を力ずくで押さえ、米軍北部訓練場内に資材を次々に搬入。早ければ２２日にも着工する構えです。

　前日に投開票された参院選沖縄選挙区では、新基地建設を許さない「オール沖縄」の伊波洋一氏が現職閣僚の島尻安伊子氏に１０万６４００票差で圧勝したばかりでした。選挙の民意など無関係に「工事の準備が整った」（菅義偉官房長官）からやる、という姿勢です。

　さらに政府は１４日に開かれた国と沖縄県との作業部会で、(1)辺野古新基地の陸上部の作業を再開する(2)辺野古の埋め立て承認取り消しの違法確認訴訟を検討する―との考えを提示しました。

　しかし、福岡高裁那覇支部が提示し、３月４日に成立した県と国の和解条項では、新たな司法判断が下るまで「埋め立て工事をただちに中止」することを明記。「陸上部は対象外」という理屈は通用しません。

　この強権ぶりは、単に沖縄だけの問題ではありません。「国家に逆らうことは許されない」―。沖縄を見せしめにして、全国民をどう喝しているのです。こんな安倍政権の下での憲法改悪は絶対に許されません。

基地たらい回し破たん　無条件撤去への転換を

　同時に、この強権ぶりの背景には、１９９６年のＳＡＣＯ（沖縄に関する日米特別行動委員会）合意から２０年たっても、思うように進展していないことへの焦りがあります。

　ＳＡＣＯ合意では１１施設の全面・部分返還で合意。しかし、実現したのは５施設だけで、しかもすでに遊休化していたり、小規模な通信基地ばかりです。（表）

　進展しない最大の要因は、いずれも「移設条件」付きだからです。中でも、普天間「移設」＝辺野古新基地建設は県民と翁長県政の抵抗により、事実上不可能と言える状況にまで追い込まれています。

　高江のヘリパッド建設もＳＡＣＯ合意での北部訓練場「過半返還」の条件です。政府は今後、合意された６カ所のうち４カ所の工事に着手するかまえですが、これらの建設予定地はいずれも密林の中にあり、工事車両が通行する道路もありません。道路建設自体、相当な難工事です。住民や県民の粘り強い抵抗もあります。

　沖縄県民の民意は、すでに辺野古新基地建設反対にとどまらず、高江のヘリパッドを含め米海兵隊の撤退にまで高まっています。政府は悪あがきをやめ、基地たらいまわし路線はすでに破たんしたという現実を直視し、無条件撤去へ転換すべきです。

　（竹下岳）

	[image: image34.jpg]SACORSHRETERIN EREDERKIR
& | E WM
|| XL
| ELE A
& | oBHERTS
LB

BLICAU/ Ny RERER

Erl-

##

LR
7| |Fr v SRL
AV A
LAE WO







